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   第 ３ 回   熊本県議会  建設常任委員会会議記録 

 
平成23年10月４日(火曜日) 

            午前10時０分開議 

            午後０時11分休憩 

            午後０時58分開議 

            午後２時10分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成23年度熊本県一般会計

補正予算（第４号） 
 議案第８号 風致地区内における建築等の  

  規制に関する条例の一部を改正する条例       

  の制定について 

 議案第９号 熊本県港湾管理条例の一部

  を改正する条例の制定について 

 議案第16号 平成23年度道路事業の経費

  に対する市町村負担金について 

 議案第17号 平成23年度流域下水道事業の 

  経費に対する市町村負担金について 

 議案第18号 平成23年度海岸事業の経費に 

  対する市町負担金について 

 議案第19号 平成23年度地すべり対策事業 

  の経費に対する市町負担金について 

 議案第20号 平成23年度都市計画事業、港 

  湾事業、急傾斜地崩壊対策事業及び砂防 

  事業の経費に対する市町村負担金につい   

  て 

 議案第21号 平成23年度九州新幹線鹿児島 

  ルート博多・新八代間の建設工事の経費 

  に対する市負担金について 

 議案第22号 工事請負契約の締結につい 

  て 

 議案第23号 工事請負契約の締結につい 

  て 

 議案第25号 工事請負契約の締結につい

  て 

 議案第26号 工事請負契約の締結につい

  て 

 議案第27号 工事請負契約の締結につい

  て 

 議案第34号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第35号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第36号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第37号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第38号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第39号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第40号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第41号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第42号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第43号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第44号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第45号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 報告第３号 専決処分の報告について 

 報告第18号 熊本県道路公社の経営状況を 

  説明する書類の提出について 

 報告第19号 財団法人白川水源地域対策基 

  金の経営状況を説明する書類の提出につ 

  いて 

 報告第20号 熊本県住宅供給公社の経営状 

  況を説明する書類の提出について 

 - 1 -



第３回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成23年10月４日) 

 

 請第８号 路木ダム建設事業に係る請願 

 請第９号 路木ダム建設の再検討を求める 

  請願 
 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に 

  ついて 

 報告事項 

  ①「地域の自主性及び自立性を高める

  ための改革の推進を図るための関係法

  律の整備に関する法律」に係る土木部

  への影響について 

  ②熊本市の政令市移行に伴う熊本都市

  計画区域の線引きについて 

  ③川辺川ダムに関する最近の状況につ

  いて 

  ④五木ダムに関する最近の状況につい

  て 

  ⑤災害時における仮設住宅等の供給に

  関する協定締結について 

 ――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 小早川 宗 弘 

        副委員長 山 口 ゆたか 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員  松 岡   徹 

        委  員 東   充 美 

        委  員 泉   広 幸 

        委  員 緒 方 勇 二 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

            部  長 戸 塚 誠 司 

         政策審議監  鷹 尾 雄 二 

      道路都市局長  野 田 善 治 

     河川港湾局長兼 

     土木技術審議監 上 谷 昌 史 

      建築住宅局長 生 田 博 隆 

        監理課長 金 子 徳 政 

      用地対策課長 成 瀬   茂 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

      道路整備課長 増 田   厚 

      道路保全課長 亀 田 俊 二 

      都市計画課長  内 田 一 成 

      下水環境課長 軸 丸 英 顕 

        河川課長 林   峻一郎 

        港湾課長 手 島 健 司 

        砂防課長 高 永 文 法 

        建築課長 坂 口 秀 二 

        営繕課長 田 邉   肇 

        住宅課長 平 井   章 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 平 田 裕 彦 

     政務調査課主幹 竹 本 邦 彦 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○小早川宗弘委員長 それでは、ただいまか

ら第３回建設常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにいた

しました。 

 次に、今回付託されました請第８号及び第

９号について、提出者から趣旨説明の申し出

があっておりますので、これを許可したいと

思います。 

 初めに、請第８号についての説明者を入室

させてください。 

  （請第８号の説明者入室) 

○小早川宗弘委員長 説明者の方に申し上げ

ます。各委員には請願書の写しを配付してお

りますので、説明は簡潔にお願いをいたしま

す。 

 それでは、お願いします。 

  （請第８号の説明者の趣旨説明) 

○小早川宗弘委員長 それでは、後でよく審

査しますので、本日はこれでお引き取りくだ

さい。お世話になりました。 

  （請第８号の説明者退室) 

○小早川宗弘委員長 次に、請第９号につい

ての説明者を入室させてください。 
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  （請第９号の説明者入室) 

○小早川宗弘委員長 説明者の方に申し上げ

ます。各委員には請願書の写しを配付してお

りますので、説明は簡潔にお願いをいたしま

す。 

  （請第９号の説明者の趣旨説明) 

○小早川宗弘委員長 後でよく審査しますの

で、本日はこれでお引き取りください。 

  （請第９号の説明者退室) 

○小早川宗弘委員長 次に、本委員会に付託

されました議案等を議題とし、これについて

審査を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。また、本日、説明等を行われる際は、執

行部の皆さんは着席のまま行ってください。 

 それでは、戸塚土木部長に総括説明をお願

いいたします。 

 

○戸塚土木部長 おはようございます。土木

部長の戸塚でございます。 

 まず初めに、一昨日、土木部職員が児童買

春、ポルノ禁止法違反の疑いにより逮捕され

ました。被害者の方並びに御家族に対しまし

て、心からおわびいたします。また、法令に

従い職務を遂行すべき県職員がこのような事

件を起こしましたことにより、県民の皆様の

信頼を損なうことになり、非常に申しわけな

く、県民の皆様、委員の皆様に深くおわびを

申し上げます。 

 今後は、さらに研修等の充実を図りまし

て、職員一人一人に対しまして、いま一度法

令遵守の意識を徹底させ、県民の信頼回復に

万全を期してまいります。 

 続きまして、最近におけます土木部行政の

動向について御報告申し上げます。 

 まず、川辺川ダム関係及び五木ダムについ

てでございますが、五木村の生活再建につい

て、国、県、村の３者で一定の合意が得ら

れ、治水の議論を再開する環境が整ったこと

から、去る９月５日に、ダムによらない治水

を検討する場の第９回会議が開催されまし

た。 

 今回の会議で、国から、初めて直ちに実施

する対策実施後の治水の安全性が示されまし

た。直ちに実施する対策を早急に進めるとと

もに、引き続き検討する対策についても、実

現可能な対策はスピード感を持って実施の段

階に移行していくことが必要であるとの共通

認識が図られたと考えております。 

 引き続き、県としても、国や流域市町村と

ともに全力で取り組んでまいります。 

 また、五木ダムにつきましては、県の再評

価監視委員会に中止の方針案を諮問しており

ます。これまで、五木村議会、村民の皆様の

御意見を伺っており、これらを踏まえて治水

対策を取りまとめ、年内のできるだけ早い時

期にお示ししたいと考えております。 

 次に、東日本大震災で避難されている方々

等に、精神的な安らぎを感じられる空間を提

供するため、くまもとアートポリスの伊東豊

雄コミッショナーが企画され、県及び県内建

築団体等が共同で進めているみんなの家プロ

ジェクトについては、去る９月13日に建設地

となる宮城県仙台市で起工式が行われ、今月

中の竣工に向けて建築が進められているとこ

ろでございます。 

 県としましても、引き続きこのプロジェク

トを支援し、熊本から東北へ支援の心を届け

ることとしております。 

 それでは、今定例県議会に提案しておりま

す土木部関係の議案について御説明いたしま

す。 

 今回提案しております議案は、補正予算関

係議案１件、条例等関係議案25件、報告関係

４件でございます。 

 初めに、補正予算の概要について御説明い

たします。 

 今回の９月補正予算は、本年６月10日から

７月６日までに断続的に発生しました梅雨前
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線豪雨に伴う県管理の河川、砂防、道路の公

共土木施設の災害復旧及び再度の被害を防止

するための砂防施設の整備など、災害関係事

業に要する経費のほか、国庫補助事業の内示

増等に伴う補正で、合計で９億1,154万5,000

円の増額補正をお願いしております。 

 また、河川総合開発事業に係る債務負担行

為の設定もお願いしております。 

 次に、条例等関係議案につきましては、条

例の改正として、風致地区内における建築等

の規制に関する条例の一部を改正する条例の

制定について、熊本県港湾管理条例の一部を

改正する条例の制定についての２件、公共事

業に係る市町村負担金について６件、工事請

負契約の締結及び変更について５件、道路管

理瑕疵関係の専決処分の報告及び承認につい

て12件、計25件の御審議をお願いしておりま

す。 

 報告案件につきましては、職員の交通事故

に係る専決処分の報告１件、熊本県道路公社

を初めとした関係団体の経営状況を説明する

書類の提出について３件、計４件を御報告さ

せていただきます。 

 その他報告事項につきましては、地域の自

主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律に係

る土木部への影響について外４件でございま

す。 

 以上、議案の概要等を総括的に御説明申し

上げましたが、詳細につきましては担当課長

から説明いたしますので、御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 今後とも、各事業の推進に積極的に取り組

んでまいりますので、委員各位の御支援と御

協力をよろしくお願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 次に、付託議案等につ

いて、関係課長から順次説明をお願いしま

す。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 最初に、資料の確認をお願いいたします。 

 今回は、建設常任委員会説明資料１冊、提

出議案補足説明資料１部、経営状況を説明す

る書類３冊、その他報告事項５件の資料を用

意いたしております。 

 それでは、お手元の建設常任委員会説明資

料によりまして、第１号議案平成23年度熊本

県一般会計補正予算の概要について御説明さ

せていただきます。１ページをお願いいたし

ます。 

 平成23年度９月補正予算資料についてでご

ざいます。 

 このページは、土木部全体の予算額の状況

を記載しておりますが、ただいま部長の総括

説明にありましたとおり、今回の補正予算に

おきましては、梅雨前線豪雨に伴う災害復旧

費及び国庫補助事業の内示増を計上いたして

おります。 

 その内訳につきましては、上の表の２段目

の今回補正額の欄でございますが、一般会計

の普通建設事業としまして、補助事業で１億

円の増額、県単事業で１億1,730万円の増額

を計上しております。 

 災害復旧事業といたしまして、補助事業で

５億9,748万6,000円の増額、県単事業で9,50

0万円の増額を計上しております。 

 投資的経費計は９億978万6,000円となって

おります。消費的経費につきましては175万

9,000円の増額を計上しており、合わせまし

て一般会計計としまして９億1,154万5,000円

でございまして、補正後の一般会計の合計予

算額は、その１つ下の段でございますが、82

0億5,984万4,000円となっております。 

 なお、その右の特別会計につきましては、

今回は補正額はございません。 

 特別会計を含めた９月補正後の合計額は、

一番右側の合計欄の２段目でございますが、

901億9,846万3,000円となっております。 

 次に、２ページの平成23年度９月補正予算
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総括表をお願いいたします。 

 すべて一般会計のみの補正額でございます

が、各課の補正額とその財源内訳を記載して

おります。 

 都市計画課が640万円、河川課が７億9,424

万5,000円、砂防課が１億1,090万円でござい

ます。 

 表の最下段の土木部合計の欄をごらんくだ

さい。 

 財源内訳としまして、国庫支出金が４億2,

595万5,000円の増額、地方債が３億2,600万

円の増額、その他が１億5,239万円の増額、

一般財源が720万円の増額となっておりま

す。 

 今回の補正予算に係る土木部全体の予算額

の状況は以上でございます。 

 

○内田都市計画課長 都市計画課でございま

す。資料の３ページをお願いいたします。 

 都市計画総務費の都市計画調査費につきま

して、640万円の増額補正をお願いしていま

す。これは、右の説明欄に記載しております

ように、熊本都市圏総合交通体系予備調査を

行う経費でございます。 

 この調査は、熊本都市圏都市交通マスター

プランを策定するために行うパーソントリッ

プ調査等の予備検討を熊本市と合同で行うも

のでございます。 

 これによりまして、都市計画課の補正後の

予算額は、最下段のとおり、117億9,406万9,

000円となります。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○林河川課長 河川課でございます。よろし

くお願いいたします。 

 ５ページをお願いいたします。 

 まず、最上段の河川海岸総務費で175万9,0

00円の増額を計上しております。内容は、２

段目の河川管理費になります。 

 右の説明欄にございますように、熊本市の

政令市移行に伴う河川占用許可物件の現況調

査などを行うための経費でございます。 

 次に、３段目の河川改良費で１億円の増額

を計上しております。内容は、４段目の河川

総合開発事業費になります。 

 右の欄にありますように、路木ダムの国庫

内示増に伴う増額でございます。 

 また、同事業のダム管理設備工事に係る債

務負担行為の設定を、記載のとおりお願いし

ております。 

 次に、下から２段目の河川等補助災害復旧

費で５億9,748万6,000円の増額を計上してお

ります。これは、ことしの６月から７月の梅

雨前線豪雨で被災しました白川の護岸ほか、

154カ所の災害復旧に要する経費でございま

す。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 １段目の河川等単県災害復旧費で9,500万

円の増額を計上しております。これは、災害

復旧箇所の調査、測量設計のための委託費で

ございます。 

 以上、河川課の補正総額は、最下段にあり

ますとおり、７億9,424万5,000円の増額で、

補正後は121億1,735万9,000円でございま

す。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○高永砂防課長 砂防課でございます。説明

資料の７ページをごらんください。 

 まず、２段目の単県地すべり対策費では、

1,700万円を計上し、本年７月初旬の梅雨前

線豪雨により被災しました山都町白谷地区と

芦北町脇迫地区の２カ所を予定しておりま

す。 

 ３段目の単県急傾斜地崩壊対策費では、9,

390万円を計上し、本年６月中旬と７月初旬

の梅雨前線豪雨により被災しました上益城振

興局管内４カ所と天草地域振興局管内６カ所

の計10カ所を予定しています。いずれの単県

事業も、補助事業の対象とならない小規模な
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箇所の対策工事となります。 

 以上、砂防費として１億1,090万円の増額

を計上いたしておりまして、９月補正後の砂

防課の合計は62億226万3,000円になります。

御審議をよろしくお願いします。 

 

○内田都市計画課長 都市計画課でございま

す。資料の９ページをお願いいたします。 

 議案第８号風致地区内における建築等の規

制に関する条例の一部を改正する条例の制定

につきまして御説明いたします。 

 その概要につきまして、資料11ページで御

説明をいたします。 

 条例制定の必要性ですが、放送法等の一部

を改正する法律等の施行に伴い、風致地区内

において許可を受けることを要しない行為の

見直し等を行うこととしたため、関係規定を

整備する必要があるためです。 

 次に、改正の内容について御説明いたしま

す。 

 大きく分けまして２つございます。１つ目

は、条例第２条第２項に、風致地区内におい

て許可を受けることを要しない行為、第３条

に、許可のかわりに通知を要する行為の定め

があります。今回の放送法等の一部を改正す

る法律等により、有線放送電話が廃止され、

放送事業が基幹放送に改められたことから、

関係規定の整備を行うものです。 

 ２つ目は、条例第２条第３項に、風致地区

内における行為について、許可を受けること

を要しない機関の定めがあります。このう

ち、独立行政法人雇用・能力開発機構が解散

し、主要な業務が独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構に引き継がれたため、同

機構に改めるものです。 

 なお、この改正にあわせて文言の修正と規

定の整理を行っております。 

 この条例は、公布の日から施行するもので

す。 

 以上で説明を終わります。 

 

○手島港湾課長 港湾課でございます。 

 議案第９号、港湾管理条例の一部改正につ

いてでございます。資料の13ページをお願い

します。内容は、14ページの概要版で説明い

たします。 

 条例の名称は、熊本県港湾管理条例の一部

を改正する条例でございます。 

 改正が必要になった理由は、平成23年４月

28日に成立しました地域の自主性及び自立性

を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律の第31条により港湾

法が改正されたため、関係規定を整理する必

要が生じたためでございます。 

 港湾課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○金子監理課長 15ページをお願いいたしま

す。 

 熊本県が施行する公共事業の経費に対する

市町村負担金について御説明させていただき

ます。 

 市町村負担金につきましては、第16号議案

から第21号議案まで６つの議案を御提案申し

上げておりますが、複数の課の事業で構成さ

れておりますので、監理課から一括して説明

させていただきます。 

 今回の提案に当たり、市町村に対しまして

事業計画の明細を十分に説明し、市町村負担

金に係る同意を得た上で提案しております。 

 それではまず、第16号議案平成23年度道路

事業の経費に対する市町村負担金についてで

ございます。 

 左の欄が事業名、右の欄が負担すべき金額

でございますが、単県道路改良事業等の３つ

の事業について、道路法の規定に基づき、当

該事業に要する経費のうち市町村が負担すべ

き金額を定めるものでございます。 

 昨年度との変更点につきましては、３の地

域道路改築事業につきまして、国庫補助率の

 - 6 -



第３回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成23年10月４日) 

 

増に伴い10分の0.075引き下げ、10分の0.6か

ら10分の0.525に変更しております。 

 次に、16ページをお願いいたします。 

 第17号議案平成23年度流域下水道事業の経

費に対する市町村負担金についてでございま

すが、熊本北部流域下水道建設事業等の６つ

の事業について、下水道法の規定に基づき、

当該事業に要する経費のうち市町村が負担す

べき金額を定めるものでございます。 

 昨年度との変更点につきましては、４の熊

本北部流域下水道維持管理事業につきまし

て、流入予測水量の増加が見込まれるため、

市町村負担金の単価を、流入水量１立方メー

トル当たり４円引き下げ、50円から46円に変

更しております。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 第18号議案平成23年度海岸事業の経費に対

する市町負担金についてでございますが、海

岸高潮対策事業等３つの事業について、海岸

法の規定に基づき、当該事業に要する経費の

うち市町が負担すべき金額を定めるものでご

ざいます。 

 昨年度との変更点につきましては、本年度

の新規事業である２つ目の海岸堤防等老朽化

対策緊急事業を追加しております。 

 次に、18ページをお願いいたします。 

 第19号議案平成23年度地すべり対策事業の

経費に対する市町負担金についてでございま

すが、単県地すべり対策事業について、地す

べり等防止法の規定に基づき、当該事業に要

する経費のうち市町が負担すべき金額を定め

るものでございます。 

 内容につきましては、昨年度と変更はござ

いません。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 第20号議案平成23年度都市計画事業、港湾

事業、急傾斜地崩壊対策事業及び砂防事業の

経費に対する市町村負担金についてでござい

ますが、１の単県街路促進事業から、20ペー

ジにかけまして、23の事業について、地方財

政法の規定に基づき、当該事業に要する経費

のうち市町村が負担すべき金額を定めるもの

でございます。 

 昨年度との変更点につきましては、７及び

８の重要港湾改修事業について、本年度新規

箇所の八代港加賀島地区土砂処分場が、八代

港以外の港湾のしゅんせつ土砂を受け入れる

ことから、負担額を20分の１に軽減するた

め、八代港加賀島地区土砂処分場整備を除く

事業と八代港加賀島地区土砂処分場整備に限

る事業の２つに変更しております。 

 また、12及び13の重要港湾環境整備事業に

ついて、八代港大築島地区の事業が本年度な

いため、括弧内から廃棄物埋立護岸のうち八

代港大築島地区を除外しております。 

 次に、21ページをお願いいたします。 

 第21号議案平成23年度九州新幹線鹿児島ル

ート博多・新八代間の建設工事の経費に対す

る市負担金についてでございますが、全国新

幹線鉄道整備法の規定に基づき、独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う新

幹線鉄道の建設に関する工事に要する経費に

係る県負担金のうち市が負担すべき金額を定

めるものでございます。 

 内容につきましては、昨年度との変更はご

ざいません。 

 市町村負担金につきましては以上でござい

ます。 

 引き続きまして、第22号議案、第23号議案

及び第25号議案から第27号議案につきまし

て、工事請負契約に関する議案になりますの

で、監理課から一括して説明させていただき

ます。23ページをお願いいたします。 

 第22号議案工事請負契約の締結についてで

ございます。 

 工事名は、大牟田植木線活力創出基盤交付

金内藤橋上部工工事他合併。工事内容は、橋

梁上部工。工事場所は、玉名郡和水町内田地

内。工期は、契約締結の日の翌日から平成25

年９月30日まで。契約金額は、６億7,935万
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円。これは消費税及び地方消費税相当額を含

む額でございます。契約の相手方は、ピーエ

ス三菱・熊野組・興亜建設工業建設工事共同

企業体。契約の方法は、一般競争入札でござ

います。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 １の競争入札に参加する者に必要な資格と

して、上段から、建設工事の種類、共同企業

体の構成員数、格付等級または経営事項審査

の総合評定値、営業所の所在地、施工実績に

関する事項及び配置予定技術者に関する事項

について、記載のとおり設定しております。 

 ２の評価に関する基準ですが、本工事は、

入札時に施工計画書等の提出を求め、技術評

価と入札価格を総合的に評価して落札者を決

定する総合評価方式の適用工事のうち、品質

確保のための体制、その他の施工体制の確保

状況を確認し、施工内容を確実に実現できる

かどうかについて審査し、評価を行う施工体

制確認型総合評価方式で実施しております。 

 施工計画としては、橋梁上部工工事につい

て、コンクリートの品質管理に関する事項が

重要であることから、下の表のような課題を

設定し、提出された施工計画書等の評価に基

づく技術評価点を入札価格で除して算出した

評価値が最も高い者を落札者としておりま

す。 

 25ページをお願いいたします。 

 ３の開札及び総合評価結果でございます

が、入札には５社の建設工事共同企業体が参

加し、平成23年７月４日に開札を行い、評価

値を算出しております。 

 その結果、一番上の段の技術評価点が126.

2で、７億4,190万円の予定価格に対しまし

て、６億4,700万円で入札したピーエス三

菱・熊野組・興亜建設工業建設工事共同企業

体が、評価値19.5054と５企業体の中で最も

高い評価値となり、落札を決定しておりま

す。 

 27ページをお願いいたします。 

 第23号議案工事請負契約の締結についてで

ございます。 

 工事名は、翔陽高校普通・特別教室棟改築

その他工事。工事内容は、鉄筋コンクリート

造り３階建て、延べ面積5,025.81平方メート

ル。工事場所は、菊池郡大津町室1782地内。

工期は、契約締結の日の翌日から平成24年８

月15日まで。契約金額は、８億62万5,000

円。これは、消費税、地方消費税相当額を含

む額でございます。契約の相手方は、三和・

岩下建設工事共同企業体。契約の方法は、一

般競争入札でございます。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

 第23号議案の入札経緯及び入札結果につい

てでございます。 

 １の競争入札に参加する者に必要な資格と

して、記載のとおり設定しております。 

 ２の評価に関する基準ですが、第22号議案

同様、施工体制確認型総合評価方式で実施し

ております。 

 施工計画としては、ＲＣ造３階建て校舎の

改築工事を、生徒及び職員がいる中で行わな

なければならないことから、下の表のような

課題を設定し、提出された施工計画書等の評

価に基づく技術評価点を入札価格で除して算

出した評価値が最も高い者を落札者としてお

ります。 

 29ページをお願いいたします。 

 ３の開札及び総合評価結果でございます

が、入札には３の建設工事共同企業体が参加

し、平成23年７月４日に開札を行い、評価値

を算出しております。 

 その結果、上から３段目の技術評価点が11

5.5で、８億1,990万円の予定価格に対しまし

て、７億6,250万円で入札した三和・岩下建

設工事共同企業体が、評価値15.1475と３企

業体の中で最も高い評価値となり、落札を決

定しております。 

 次に、31ページをお願いいたします。 

 第25号議案工事請負契約の変更についてで
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ございます。 

 この議案は、平成21年11月定例県議会にお

いて議決された工事請負契約について、工事

内容の変更等のため、工期及び契約金額の変

更を行うものでございます。詳細につきまし

ては、32ページの概要により説明させていた

だきます。 

 工事名は、国道324号地域連携推進改築工

事。工事内容は、橋梁下部工。工事場所は、

上天草市松島町今泉地内。請負契約締結日

は、平成21年12月17日。工期は、平成21年12

月18日から平成23年10月28日までを、平成21

年12月18日から平成24年１月26日までに変

更。これは90日の延長になります。請負業者

は、味岡建設工事共同企業体。契約金額は、

４億9,665万円を５億513万4,180円に変更す

るもので、これは848万4,180円の増額となり

ます。 

 工期変更の主な理由としましては、既設橋

へ変状を生じさせない工法の検討に係る工期

延長で、本工事施工箇所に近接する既設知十

橋の橋台、橋脚の不同沈下等が確認されたた

め、一般交通の安全確保の観点から、今後の

施工を既設橋に変状を生じさせない施工方法

の検討や変位観測を慎重に行うことによる工

期の延長でございます。 

 金額変更の主な理由としましては、現場の

地質の変化に伴う橋脚埋め戻しの変更に係る

増額で、橋脚の掘削を行った結果、当初想定

していた地質との差異が確認されたため、埋

め戻し土の土質改良が必要となったことによ

る金額の増額でございます。 

 次に、33ページをお願いいたします。 

 第26号議案工事請負契約の変更についてで

ございます。 

 この議案は、平成22年２月定例県議会にお

いて議決された工事請負契約について、工事

内容の変更のため、契約金額の変更を行うも

のでございます。詳細につきましては、34ペ

ージの概要により説明させていただきます。 

 工事名は、国道266号地域連携推進改築工

事。工事内容は、トンネル工。工事場所は、

上天草市龍ヶ岳町高戸地内。請負契約締結日

は、平成22年３月３日。工期は、平成22年３

月４日から平成23年10月31日。請負業者は、

吉田・中村建設工事共同企業体。契約金額

は、６億3,000万円を６億232万6,229円に変

更するもので、これは2,767万3,771円の減額

となります。 

 金額変更の主な理由としましては、建設発

生土の搬出先の変更により運搬距離が短くな

ったことに伴う減額でございます。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 第27号議案工事請負契約の変更についてで

ございます。 

 この議案は、平成20年９月定例県議会にお

いて議決された工事請負契約について、工時

内容の変更のため、契約金額の変更を行うも

のでございます。詳細につきましては、36ペ

ージの概要により説明させていただきます。 

 工事名は、春日池上線住宅市街地総合整備

促進工事。工事内容は、トンネル工。工事場

所は、熊本市春日５丁目から池上町地内。請

負契約締結日は、平成20年９月30日。工期

は、平成20年10月１日から平成23年11月30

日。請負業者は、鹿島・山本・大政・諫山建

設工事共同企業体。契約金額は、27億7,536

万円を28億2,054万9,929円に変更するもの

で、これは4,518万9,929円の増額となりま

す。 

 金額の変更の主な理由としましては、環境

対策の変更等による増額で、工事箇所に近接

する住宅地への騒音、振動を軽減するため、

工法を変更したことによる増額でございま

す。 

 工事請負契約関係については以上でござい

ます。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 
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 道路の管理瑕疵に関する専決処分の報告及

び承認につきましては、資料37ページの第34

号議案から資料60ページの第45号議案までの

12件でございますが、議案説明の前に、さき

の６月定例議会で、道路事故に対します今後

の再発防止策について御説明いたしました

が、今回は、その取り組み状況を御報告いた

します。 

 お手元の提出議案補足説明資料に従いまし

て御説明いたします。 

 １枚のＡ４の右肩に、提出議案補足説明資

料というタイトルを打ってございます。それ

をごらんいただきたいと思います。 

 まず、１の平成23年の事故発生状況でござ

いますが、８月末までの数字をまとめたもの

でございます。 

 ことしの１月から８月までの事故届け出件

数は63件で、昨年同期と比べ約1.7倍となっ

ています。このうち、９月定例議会に提出の

12件の中には、前回委員会で御説明しました

山都町の連続事故の一部も含まれています。 

 ことしは、阿蘇地方における降雪や降雨が

平年の約1.5倍もあり、阿蘇、上益城など山

間部を中心に、穴ぼこによる事故が例年より

多く発生した一つの要因ではないかと考えて

おります。事故の原因となる穴ぼこの予防対

策として、舗装自体の強化手法等について、

現在検討を進めているところです。 

 次に、２の６月議会後の取り組み状況でご

ざいます。 

 ことし、阿蘇や上益城、八代で、同じ箇所

で連続事故が発生したことを踏まえ、道路の

異状が発生した場合の対策として、次の３項

目について取り組みを行っております。 

 １つ目は、道路損傷等に関する通報先の一

般への周知ですが、国土交通省が24時間運営

しています道路緊急通報ダイヤルシャープの

9910を通じて、県の担当者へ夜間、休日にも

連絡がとれる体制を利用し、一般からの情報

収集を行うこととしました。 

 緊急通報ダイヤルの周知のため、資料の裏

面に記載していますようなカードやポスター

を作成し、運転免許センターや道の駅などの

公共施設に配布することとし、一部施設では

既に掲示等を始めています。 

 また、県警本部の御協力もいただき、ラジ

オ番組の「道路交通情報」において、緊急通

報ダイヤルのメッセージ放送を行っていただ

くよう依頼しまして、８月から放送を開始し

ております。 

 ２つ目の道路情報提供に関する協定締結に

ついてですが、日常的に道路を利用されてい

ます業界団体等と協議を行い、趣旨に賛同い

ただいた団体と順次協定締結を行っており、

あわせて緊急通報ダイヤルのポスターなどの

配布も行っているところです。 

 最後に、応急補修方法、休日の道路パトロ

ール、速やかな交通規制等についてですが、

道路の維持、補修及びパトロールに関する業

務内容を記した要領、仕様書の内容を強化す

る改定を行い、８月から休日パトロール等を

実施しております。 

 ただいま御説明しました取り組みの効果

は、今後見えてくるものと思いますが、引き

続き、道路管理者として、県民の安全、安心

を確保すべく、危機感を持ってしっかりと取

り組んでまいります。 

 以上が道路事故の未然防止に向けた取り組

み状況の御報告でございます。 

 引き続き、提出議案の御説明を行います。

説明資料に戻っていただきたいと思います。 

 初めに、第34号議案でございますが、資料

の37ページから38ページをお願いします。 

 本件は、平成23年４月17日午前３時ごろ、

一般県道下浦馬場線の天草市栖本町馬場地内

で、道路左側ののり面から落下してきた石に

通行中の軽四輪貨物自動車が衝突し、同車の

フロントバンパーなどを損傷したものであり

ます。 

 和解の相手方には、通行中の車両の直前に
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落ちてきたものであり、回避することは困難

であることなどを考慮して、自動車の修理費

の全額に当たる６万4,365円を賠償しており

ます。 

 次に、35号議案でございます。資料の39ペ

ージと40ページをお願いします。 

 本件は、平成23年４月27日午後11時10分ご

ろ、主要地方道菊池鹿北線の山鹿市鹿北町岩

野地内で、道路右側ののり面から落下してい

た石に通行中の普通乗用車が衝突し、運転者

と同乗者１名の計２名が頚椎捻挫の軽症を負

い、同車のフロントバンパーなどを損傷した

ものであります。 

 和解の相手方は、直前で落石に気づいてお

り、道路状況に応じた速度で進行していれば

回避できた可能性があることなどを考慮し

て、治療費及び自動車の修理費の３割に当た

る３万8,194円を賠償しております。 

 続きまして、資料41ページの36号議案から

資料50ページの40号議案までの５件につきま

しては、さきの６月議会で概略を報告してお

りましたが、ことしの５月のゴールデンウイ

ークの期間中の５月４日の午前11時30分ごろ

から午後６時ごろにかけて、上益城郡山都町

東竹原の国道325号において、道路舗装面に

穴ぼこができたことにより、同一箇所でタイ

ヤパンク等の物損事故が連続して７件発生し

たものです。 

 なお、このうち２件については、被害額が

少なかったなどの理由により請求が取り下げ

られています。 

 今回提出議案の５件につきましては、いず

れも和解の相手方が道路状況に応じた運転を

していれば穴ぼこを回避できた可能性がある

などを考慮しまして、損害額の３割をそれぞ

れ賠償することとして、36号議案が１万3,86

0円を、37号議案が６万6,600円を、38号議案

が６万7,662円を、39号議案が１万7,955円

を、40号議案が4,536円を賠償しておりま

す。 

 次に、第41号議案でございますが、資料51

ページと52ページをお願いします。 

 本件は、平成23年５月11日午前７時40分ご

ろ、一般県道住吉熊本線の合志市幾久富地内

で、道路舗装面にできていた穴ぼこに通行中

の軽四輪乗用車の右前輪部を落輪させ、その

衝撃でホイールキャップが外れ、対向してき

た普通乗用車のフロントバンパーなどを損傷

したものであります。 

 和解の相手方が道路状況に応じた運転をし

ていれば穴ぼこを回避できた可能性があるこ

となどを考慮して、自動車の修理費の３割に

当たる２万3,352円を賠償しております。 

 次に、第42号議案でございますが、資料53

ページと54ページをお願いします。 

 平成23年５月29日午後０時30分ごろ、主要

地方道山鹿植木線の山鹿市鹿央町姫井地内

で、道路左側ののり面から倒れてきた竹が通

行中の軽四輪乗用車を直撃し、同車のボンネ

ットなどを損傷したものであります。 

 このケースでは、和解の相手方には、通行

中の車両に直撃してきたものであり、回避す

ることは困難であることなどを考慮して、自

動車の修理費の全額に当たる13万9,848円を

賠償しております。 

 次に、第43号議案でございますが、資料の

55ページと56ページをお願いします。 

 本件は、平成23年５月29日午後７時45分ご

ろ、一般県道辛川鹿本線の菊池郡菊陽町原水

地内で、道路舗装面にできていた穴ぼこに通

行中の普通乗用車が落輪し、同車の左前輪の

タイヤなどを損傷したものであります。 

 和解の相手方は、夜間の降雨の中ではあっ

たものの、道路状況に応じた運転をしていれ

ば穴ぼこを回避できた可能性もあることなど

を考慮して、自動車の修理費の７割に当たる

１万7,080円を賠償しております。 

 第44号議案でございますが、資料57ページ

と58ページをお願いします。 

 本件は、平成23年６月18日午後10時30分ご
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ろ、一般県道八代不知火線の八代市井揚町地

内で、道路舗装面にできていた穴ぼこに通行

中の軽四輪乗用車が落輪し、同車の右後輪の

タイヤを損傷したものであります。 

 和解の相手方は、夜間の降雨中ではあった

ものの、道路状況に応じた運転をしていれば

穴ぼこを回避できた可能性があることなどを

考慮して、自動車の修理費の７割に当たる6,

580円を賠償しております。 

 なお、本箇所におきましては、このほかに

同様の被害届け出があっており、現在示談交

渉中でございます。 

 最後に、第45号議案でございますが、資料

59ページと60ページをお願いします。 

 本件は、平成23年６月19日午後５時ごろ、

主要地方道小川嘉島線の熊本市城南町鰐瀬地

内で、道路舗装面にできていた穴ぼこに通行

中の軽四輪乗用車が落輪し、同車の左前後輪

のタイヤを損傷したものであります。 

 和解の相手方は、道路状況に応じた運転を

していれば穴ぼこを回避できた可能性がある

ことなどを考慮して、自動車の修理費の３割

に当たる6,237円を賠償しております。 

 道路保全課関係の提出議案は以上でござい

ます。よろしく御審議をお願いします。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。61ペ

ージをお願いいたします。 

 報告第３号専決処分の報告についてでござ

います。 

 職員に係る交通事故の和解、損害賠償額の

決定について、地方自治法180条第１項の規

定によりまして行いました専決処分の報告で

ございます。詳細につきましては、62ページ

の概要により説明させていただきます。 

 この事故は、平成23年１月17日午後３時45

分ごろに、阿蘇市一の宮三野地内の相手方宅

地内で発生したものでございます。 

 相手方との示談交渉の結果、県の過失10割

で合意したものでございまして、損害賠償額

は５万9,745円でございます。 

 事故の状況としましては、阿蘇地域振興局

土木部用地課嘱託職員運転の公用普通貨物車

が、幅員2.5メートルの市道で方向転換する

ため相手方宅地内にバックで進入したとこ

ろ、ブロック塀に接触したものでございま

す。 

 なお、損害賠償額は、県が加入している任

意保険で対応したものでございます。 

 職員の交通事故防止、交通違反防止につき

ましては、さらに徹底を図るよう取り組んで

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○増田道路整備課長 道路整備課でございま

す。63ページをお願いします。 

 報告第18号熊本県道路公社の経営状況を説

明する書類の提出についてです。 

 熊本県道路公社の経営状況につきまして、

お手元に配付しております冊子、平成23年９

月熊本県道路公社の経営状況を説明する書類

により説明させていただきます。 

 まず、１ページをお願いします。 

 平成22事業年度事業報告書でございます

が、道路公社の設立目的、事業の概要及び実

施状況を記載しております。 

 次に、２ページをお願いします。 

 松島有料道路の通行台数及び通行料金収入

の状況を記載しております。 

 平成22年度の通行台数は約184万台、１日

当たり約5,040台、通行料金収入は約３億4,1

00万円、１日当たり約93万円と、計画を上回

っております。 

 ３ページをお願いします。 

 貸借対照表でございます。 

 これは平成23年３月末現在の財務状況を示

しており、資産の部は、流動資産及び固定資

金を合わせた43億3,740万円余となっており

ます。 

 右欄、負債及び資本の部でございますが、
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負債は、道路建設のために借り入れた借入金

の残額等でございます。また、資本は、県か

らの出資金等でございます。 

 ４ページをお願いします。 

 損益計算書でございます。 

 右側の収益の部は、松島有料道路の料金収

入及び松島有明道路の受託業務収入等で、３

億6,470万円余となっております。 

 また、左側の費用の部は、一般管理費や道

路の維持管理費及び建設資金を償還するため

の償還準備金などでございます。 

 ５ページをお願いします。 

 財産目録でございます。 

 これは平成23年３月末時点の道路公社の財

産の状況でございます。資産を５ページに、

負債を次の６ページに記載しております。内

容は、先ほどの貸借対照表と同様でございま

す。 

 ７ページをお願いします。 

 平成23事業年度事業計画書でございます。 

 本年度も、料金徴収業務及び道路維持管理

業務を行います。また、昨年に引き続き、松

島有明道路の維持管理業務を県から受託して

おります。 

 最後に、８ページをお願いします。 

 平成23事業年度収支予算書でございます。 

 収入として、短期借入金１億3,000万円

余、通行料金収入３億4,000万円などを予定

しております。 

 支出としましては、一般管理費4,700万円

余、道路管理費8,800万円余、建設費用等の

元金償還金２億8,700万円余などを予定して

おります。 

 なお、松島有料道路の先線であります松島

有明道路の供用に伴いまして、松島有料道路

の交通量が増加しておりまして、松島有料道

路の供用時点の年次計画で見込んでおりまし

た計画台数を上回っております。道路公社の

経営も安定しております。 

 以上、熊本県道路公社の経営状況の説明を

終わらせていただきます。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 64ページの報告第19号でございますが、お

手元の冊子、財団法人白川水源地域対策基金

の経営状況を説明する書類に沿って説明させ

ていただきます。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 平成22年度事業の実施状況でございます。 

 この基金は、白川水系の立野ダム建設に伴

い必要となります水没地域住民の生活再建及

び水没関係地域である南阿蘇村の振興に必要

な措置に対する資金の交付及び調査などを行

うために、平成５年に設立されたものでござ

います。 

 平成22年度の事業実績ですが、22年度は、

南阿蘇村が行います基金対象事業の実施がご

ざいませんでしたので、１の水没関係地域の

振興及び環境整備に必要な措置に対する資金

の交付に係る事業はございませんでした。 

 また、２のダム建設に伴い必要となる情報

交換及び連絡といたしまして、記載のとお

り、理事会及び評議員会を開催しておりま

す。 

 ２ページをお願いいたします。 

 平成22年度の収支計算書でございます。 

 中央の決算額の列でございますが、中段の

収入合計Ｂ、379万7,023円に対しまして、下

から３段目の当期支出合計Ｃは８万3,200円

となっております。 

 最下段の次期繰越収支差額は、ＢからＣを

差し引いた371万3,823円でございます。 

 ３ページは、平成23年３月31日現在の貸借

対照表でございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 平成22年４月１日から平成23年３月31日ま

での正味財産増減計算書でございます。 

 ５ページは、平成23年３月31日現在の財産

目録でございます。 

 Ⅰの資産の部ですが、流動資産合計と固定
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資産合計を合わせた資産合計は、一番右の列

にありますように、3,371万3,823円となって

おります。 

 その下、Ⅱの負債の部ですが、負債はござ

いませんので、最下段の正味財産は、資産合

計と同額になります。 

 ７ページをお願いいたします。 

 平成23年度の事業計画でございます。 

 １の水没関係地域の振興及び環境整備に必

要な措置に対する資金の交付でございます

が、23年度に関しましては、南阿蘇村が行い

ます基金対象事業の予定はございません。 

 なお、基金対象として全部で15の事業がご

ざいますが、残る事業としましては、スポー

ツ広場と公園整備など５事業となっておりま

す。いずれもダムの発生土または土捨て場を

活用する予定でございますので、今後のダム

工事の進展にあわせて資金の交付を実施して

まいります。 

 ２のダムの建設に伴い必要となる情報交換

及び連絡につきましては、理事会及び評議員

会の開催を予定しております。 

 以上で財団法人白川水源地域対策基金の経

営状況の説明を終わります。 

 

○平井住宅課長 住宅課でございます。 

 65ページの報告第20号につきまして、お手

元の熊本県住宅供給公社の経営状況を説明す

る書類に沿って説明させていただきます。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 平成22年度事業の実施状況でございます。 

 (1)の分譲事業ですが、光の森で62区画、

宇土・入地ニュータウンで３区画、菊南ひか

りヶ丘で４区画の合わせて69区画を分譲いた

しました。 

 (2)の賃貸管理事業ですが、宇城市、熊本

市の３団地で合計138戸の公社賃貸住宅を管

理、運営するとともに、公社ビル等の管理事

業を実施いたしました。 

 (3)の管理受託住宅管理事業ですが、県営

住宅及び都市再生機構住宅等の管理業務を受

託しております。 

 その他の事業といたしまして、光の森にお

きまして、住宅展示運営事業を実施いたしま

した。 

 次に、２ページをお願いいたします。 

 ２ページと３ページが貸借対照表でござい

ます。 

 まず、２ページの資産でございますが、右

の当期決算額の欄の最上段、流動資産の合計

が29億2,000万円余となっております。中段

からが固定資産でございまして、資産合計と

いたしまして、最下段に記載しておりますと

おり、48億4,000万円余となっております。 

 次に、３ページの負債及び資本でございま

す。 

 上段が短期借入金でございまして、流動負

債で16億6,000万円余となっております。中

段が固定負債でございまして、合計が20億9,

000万円余でございます。下段の資本金の欄

でございますが、資本金が1,000万円、これ

は県の出資金でございます。剰余金が27億3,

000万円余で、負債及び資本の合計が、最下

段のとおり、48億4,000万円余となっており

ます。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 損益計算書でございます。 

 まず、事業収益が、右の当期決算額の欄の

最上段でございますが、18億4,000万円余で

ございます。これらの事業に係ります事業原

価が13億9,000万円余、一般管理費が4,000万

円余となっておりまして、事業利益が４億円

余、これから経常費用等を差し引いた当期純

利益が、最下段のとおり、１億8,000万円余

となっております。 

 ５ページの剰余金計算書、６ページから７

ページのキャッシュ・フロー計算書、それか

ら、８ページから11ページの財産目録につき

ましては説明を割愛させていただきまして、

12ページをお願いいたします。 
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 12ページは、平成23年度の事業計画でござ

います。 

 まず、分譲事業でございますが、光の森で

55区画、宇土・入地ニュータウンほか３団地

で18区画、合わせまして73区画の分譲を予定

しております。 

 その他の事業につきましては、平成22年度

とほぼ同じ内容で事業を進めてまいります。

  

 次に、13ページをお願いいたします。 

 平成24年３月31日現在の予定貸借対照表で

すが、負債及び資本の合計が、最下段の35億

6,000万円余となっております。 

 次に、14ページをお願いいたします。 

 予定損益計算書ですが、最下段に記載して

おりますとおり、平成23年度の純利益といた

しまして２億円余を見込んでおります。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で執行部の説明が

終わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○松岡徹委員 簡単な方からいきますと、22

号議案、この内藤橋工事関連で、ちょっと私

の方に地元から相談があっている件で、右岸

の山切り工事の中で、地表から1.5メートル

のところからなんさま遺骨が出てきて、それ

で大体20体ですかね。そこの土砂を小学校の

用地に使うということで、えらい地元では問

題になっとって、それで７月22日時点で和水

町教育委員会と協議が調って、三加和統合小

中学校予定地へ搬出を開始したというけれど

も、地元としては、とにかく小学校の敷地に

使う土砂を墓場から持ってくるというのはや

めてくれというのが非常に強いらしいんです

よね。その辺のところは一体どぎゃんふうに

なっとっとかなと思って。どなたかわかる人

がおれば、どういう経過、県としては、どう

いう報告を受けて、どういう対処をされてき

たかということですね。 

 

○増田道路整備課長 道路整備課でございま

す。 

 今委員お話しの件につきましては、うちの

方で報告を受けておりませんので、帰りまし

て至急調べまして、また御報告したいと思い

ます。済みません。 

 

○小早川宗弘委員長 調べて報告してくださ

い。 

 

○松岡徹委員 報告受けとらぬとですか。ち

ょっとやっぱり解せぬな、こういうのが。県

がやっている工事でしょう。ということは、

業者が握りつぶしとるということなのかな。

しかし、町の教育委員会なんかは知っとるわ

けだね、この協議。だけん、ちょっとあんま

りよろしいケースじゃありませんよね。ぜひ

ちょっと調査して……。 

 

○増田道路保全課長 はい。 

 

○松岡徹委員 なんさま地元の人の要望は、

やっぱりそぎゃん土はもう戻してくれという

のが強いらしいんですよ。ですから、やっぱ

りデリケートな問題がありますよね、小中学

校の用地ですからね。そういう点、ちょっと

指摘をしておきたいと思います。 

 

○小早川宗弘委員長 じゃあ、後で、課長、

報告をしてください。 

 

○増田道路保全課長 わかりました。済みま

せんですけれども、至急調べまして御報告さ

せていただきます。よろしくお願いします。 

 

○東充美委員 変な質問が今出ましたけれど

もね。まともな質問になるかもしれません
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が、３ページになりますけれども、都市計画

課の中で、都市計画調査費ですかね。何とい

うんですかね、これはパーソントリップ調査

というか、熊本市とあわせて合同でというこ

とですけれどもね。大体熊本の都市圏全体

が、いろんな形で――熊本自体が、やっぱり

道幅が狭くて、曲がりくねっているというイ

メージがあるんですよ。その中で、何という

か、やっぱり渋滞箇所とか、いろんなところ

があると思うんですよ。私たち菊陽とか、熊

本市の周辺も、今いろんな形で道路行政がお

くれているおくれていると言われていますけ

れども、こういう熊本市と合同で行うとい

う、どんな調査をするんですか。 

 

○内田都市計画課長 熊本都市圏のパーソン

トリップ調査を行いますが、今回の予備調査

では、そのパーソントリップ調査を行う前

に、都市圏の現況把握、課題整理を行いまし

て、対象圏域、調査体制、調査項目等、基本

的な事項を決めるために検討をしたいという

経費でございます。 

 

○東充美委員 だから、何というかな、熊本

市と、その周辺はもう関係ないというわけで

すね。都市圏全体をこう……。 

 

○内田都市計画課長 熊本市及びその周辺の

都市圏として調査をいたします。 

 

○東充美委員 都市圏としてやるわけです

ね。だから、幅は熊本市だけじゃないて、幅

広く感じるわけですよね。 

 

○内田都市計画課長 委員の御指摘のとお

り、熊本市とその周辺につきまして、今回の

予備調査で、どの圏域を調査したらいいかも

含めまして検討したいというように考えてお

ります。 

 以上でございます。 

 

○東充美委員 ということは、今まで全然そ

ういう調査というのはなかったわけですか

ね。これから予備調査に入るということだか

ら。 

 

○内田都市計画課長 パーソントリップ調査

につきましては、これまで昭和48年、59年、

平成９年と３回実施をしてきております。 

 

○東充美委員 まあ、それはわかります。そ

れで、先ほど、何だったですか、カードみた

いなのがありましたね、穴ぼこを知らせると

かいうあのカード。あれも、これはいい形

で、今回も６月議会のときもびっくりしまし

たけれども、いろんな裁判ざたにこれだけな

っているということで、いろんなところか

ら、例えばトラック協会とかバス協会とかと

いろんなことをやるということですけれど

も、ああいう、何というかな、来年４月から

熊本市が政令市になりますよね。そうした

ら、維持管理なんかも変わってくるんでしょ

う。例えば熊本市のトラック協会あるいはタ

クシー協会とかといろんなことをしよって

も、この維持管理の方は、熊本市域は熊本市

で、政令市でやるわけですかね。それ以外を

県でやるということですから、その協定のや

り方も、今度、来年４月以降は変えていくん

ですかね。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 来年の４月１日の政令市移行に伴いまし

て、今私ども県が管理しています国県道の維

持管理は、すべて熊本市が行うこととなりま

す。その際、今回、協定締結を既に５団体と

実はやっております。具体的には、熊本県の

タクシー協会、それから県のバス協会、それ

から熊本県の測量設計コンサルタント協会、

それから熊本県の退職者建設技術協会、熊本
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県トラック協会、この５つの団体と既に協定

を締結しておりますけれども、県のそれぞれ

トラック協会、タクシー協会、バス協会は、

熊本市の協会を包括しているというふうに聞

いておりますので、県の協会と協定締結して

おれば、その旨市の方にも――会員さんは同

じメンバーの方が大半だろうと思いますの

で、継続して継承していただけるものという

ふうに解釈しております。 

 以上です。 

 

○東充美委員 ということは、もうどんな情

報が入ってきても、例えば熊本市のことに関

しては県は関与しないという形になるんです

よね、来年４月以降は。いろんな情報があっ

たら。 

 

○亀田道路保全課長 一般の方へ今配布して

いますあるいは協定を締結してもらった団体

へ配布していますカードにつきましては、先

ほど説明しましたように、シャープの9910と

いう、これは国土交通省の九州地方整備局が

管理しています道の相談室の緊急ダイヤルな

んです。24時間受け付けをしていただいてお

りまして、その受け付けした後に、それぞれ

の場所と路線名を確認した上で、市道であ

れ、県道であれ、国道であれ、それぞれの管

理者に連絡がそこの道の相談室の9910の担当

者から行くようになっていますので、熊本市

に管理が４月以降移管されても、情報の伝わ

り方は全く同じような伝わり方になるかと思

います。 

 以上です。 

 

○東充美委員 わかりました。 

 あと１点よかですか。 

 これは道路保全課の一番下の説明資料の補

足ですけれども、８月から全県下において休

日パトロール開始と書いてありますけれど

も、これは、人員と、月に何回やるのか。そ

れと、燃料代等を加えるとすごい費用になる

と思うんですけれども、大体どこまで、どう

いう状況になるのか、ちょっと教えていただ

けますか。 

 

○亀田道路保全課長 ８月の改定までは、休

日のパトロールをするというルールがござい

ませんでした。ただ、今回の春先の連続事故

等を見ますと、いずれも休日の事故が多く発

生していることを踏まえまして、８月に休日

パトロールまでやるようにルールを改正した

ところでありまして、管理といいますか、道

路パトロールの頻度につきましては、交通量

あるいはその路線が例えば観光道路であると

か、そういった特異な道路であるところにつ

いては少し重点的なパトロールをやるように

しておりまして、それ以外の山間部の極めて

交通量が少ない道路については、それなりに

頻度を落としているところでございます。 

 現在、私どもがパトロールの要項で決めて

おる頻度につきましては、１日の交通量が5,

000台以上につきましては、週４回以上のパ

トロールを実施するところにしておりまし

て、それから、5,000台から3,000台、3,000

台から1,000台、あるいはそれ以下のところ

については、月に３回とか、そういった少し

仕分けをしてパトロールを実施しているとこ

ろであります。 

 

○東充美委員 確かにやっぱり頻度によって

分けてあるんですね。 

 今どこに行っても予算がないから予算がな

いからと言われて、道路の傷んだところが多

いと思うんですけれどもね。やっぱりこうい

った形で、まあ5,000台以上を４回という

と、週に１回ずつですかね。大変と思うけれ

ども、やっぱりこれだけ裁判ざたが多くなれ

ば、それは回数はなるだけ多い方がいいと思

います。どうも。 
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○亀田道路保全課長 ありがとうございま

す。今後もしっかりとその管理者によるパト

ロールも強化しつつ、皆様方からの情報提供

も、すそ野をなるべく広くしていくように考

えております。 

 それと、何班でとかいう御質問がありまし

たでしたかね、パトロールの班数が。 

 現在、熊本土木事務所と10振興局で、直営

の監視委員によるパトロール班が14班ござい

ます。最低直営班が１個班は振興局の中で回

っているわけでございます。そのほかの――

少し直営班だけでは足らないものですから、

足らない分については、平成17年から少しず

つ民間委託にシフトしているところでござい

ます。 

 現状は以上でございます。 

 

○緒方勇二委員 道路保全課に、東委員と同

様のことでお尋ねいたしますけれども、穴ぼ

この方の説明は受けました。穴ぼこ以外に

も、落石、倒木等、どのような事故が多いの

か、その説明と、それから１月から８月まで

随分ふえてきたように思うんですが、９月以

降の発生状況、それから、前回の委員会のと

きに、4,000キロほどあるうちの100キロ程度

というふうに聞かせていただきましたけれど

も、10年が舗装の寿命だとしたときに、この

100キロの舗装の打ちかえとか、これで一体

追いつくのか、強化舗装の手法については検

討するというような説明を受けましたけれど

も、どういう形で検討されておるのか、ちょ

っと詳細をお聞かせ願えればと思いますが。 

 

○亀田道路保全課長 まず１点目の委員御質

問の穴ぼこ以外の道路事故でございますけれ

ども、そのほかには――穴ぼこが一番多いん

ですけれども、落石でありますとか、倒木と

か、あるいは側溝ぶたあたりが少し古くなっ

て、施設が不備になったところにたまたま車

が入って車を損傷したとか、あるいは落下

物、そういった原因によります事故が発生し

ております。 

 次に、９月以降の事故の発生状況でござい

ますけれども、現在届け出があっています件

数は５件あってございます。内訳は、側溝の

ふたの不全が２件、それと、そのほか１件ず

つですけれども、倒竹、落石、落下物直撃、

これは街路樹の枝が風あたりで落ちまして、

それに車がぶつかったという事故でございま

すけれども、それぞれ１個ありまして、都合

９月以降は５件の報告があっております。 

 穴ぼこにつきましては、梅雨明け後は届け

出は非常に少なくなっておるということも実

態でございます。 

 それから、舗装の補修の実態でございます

けれども、約4,000キロの国県道を県の方で

今管理しておりますが、年間の舗装補修に必

要とします財源も限られておりますものです

から、大体年間100キロ程度の舗装の打ちか

えあたりをやっておるところでございます。 

 これについては、５年ごとに路面の調査を

今やっておりまして、それに基づいて、非常

に劣化といいますか、傷みがひどいところに

ついて特に優先してやるように心がけており

まして、それも、委員がおっしゃるように、

4,000キロの分の100キロといいますと、数字

だけ見ますと非常に少ないように思われま

す。もう少し効率的な維持管理ができないの

か、少ない予算の中で効率的な舗装の補修を

やるような検討も現在行っておりまして、年

度内には長期的な舗装の維持管理計画をまと

めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○緒方勇二委員 強化舗装の手法について検

討ということは、今のお話しのことでよろし

いんですかね。５年置きに調査して、劣化が

激しいところを優先的にやって、ある意味、

本当は10年置きに打ちかえなんだろうけれど

も、延命化を図っていく、劣化が激しい路面
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についてはいち早く取り組むというふうなお

考えでよろしいんですか。 

 

○亀田道路保全課長 舗装の寿命というの

が、御存じのように、10年、15年とか、定量

的になかなか出ないのが舗装の寿命でござい

まして、影響が大きいのは重車両の割合が多

い道路ですね。通行が多い道路については、

やっぱりどうしても舗装の寿命が短くなる傾

向にございます。 

 当然ながら、設計段階でその辺は配慮した

ところでやっておりますけれども、従来、熊

本県が舗装設計をやる上から、おおむね何年

もたせようという計画の中で、考え方の中

で、舗装の設計年度を約10年で今やっている

ところが多いんです。 

 これについても、場所次第、あるいは地盤

の状況とか、あるいは積雪があるなしとか、

いろんな気象状況等も絡んでまいりまして、

そういったところも加味しまして、舗装の今

までやってきた設計10年という考え方を、場

所によっては15年、20年と、少し厚みを増す

――当初は金が多少かかっても、将来的にそ

ういった維持管理費が低減できるようなこと

あたりも今考えているところであります。そ

れが、いわゆる舗装の強化も含めて、今検討

しているというところでございます。 

 以上でございます。 

 

○緒方勇二委員 ポスターとかカードとかつ

くっていただきましたけれども、これの発行

枚数とか、どの程度出されておるのか。 

 それから、地方の方におりますと、特に亀

甲状にひび割れた路面を最近たくさん見かけ

るようになりました。それから、梅雨時も明

けて、本当に倒木が多いなというふうに感じ

ております。先ほど、14班ぐらいの体制で、

まあ5,000台以上だと週４回ですか、回られ

るということでしたけれども、車両の通行台

数によって巡回の頻度が違うんでしょうけれ

ども、地方では、本当にだれかが気づく前に

はだれかが届け出てくれるんでしょうけれど

も、本当にそういうところが目につくように

なってきました。本当に手が行き届いてない

のかなというふうに感じるような次第です。 

 まず、このポスター、シール、カード、ど

れぐらい周知を図る上で枚数を出されたの

か。それから、協定を結ばれた団体の数です

ね。団体名等はわかりましたけれども、どの

辺までふやしていくのかも含めてお尋ねいた

します。 

 

○亀田道路保全課長 今回、啓発用のポスタ

ーを約3,000枚、それから、シールですけれ

ども、これはトラック協会の会員の方が使わ

れる商用車両といいますか、トラックの車内

に張ってもらうシールですけれども、これを

２万5,000枚、それからカードを３万1,000枚

ほど作成しております。配布先は、ポスター

は各地域振興局であり、あるいは市町村の役

場、道の駅あたりに配布しております。 

 それから、先ほどちょっと申しましたけれ

ども、協定締結が終わったところが現時点で

は５団体でございます。今後とも、そういっ

た団体を、御協力いただけるところをお願い

してまいりたいと考えておりまして、新聞社

の販売店さんあたりに今御相談をしようかと

いうことを考えておりまして、そのほかにも

ＪＡＦとか、そういったところとも――ＪＡ

Ｆは大体いけそうですので、近々協定が締結

できる運びとなるかと考えております。そう

いうところでございます。 

 それと、地方部においてのパトロールが少

し手薄ではないかという御心配でございます

けれども、私どもも、地方と都市部と関係な

くではございませんけれども、交通量によっ

て多少頻度は変えざるを得ないところではあ

りますけれども、しっかりパトロールを地方

部においてもやって、事故が発生しないよう

に、一生懸命取り組んでいきたいと考えてお
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ります。 

 以上でございます。 

 

○緒方勇二委員 締結の団体の中に、例えば

介護施設の送迎用の方々あるいは社協関係、

この方たちはくまなく回られるんですよね。

その辺もぜひお願いしてみたらと思いますで

すね。そういうお願いを、要望もして。 

 

○亀田道路保全課長 ありがとうございま

す。一応、そういった道路を日常使われてい

る団体の方あたりに、もう少し御協力をお願

いしてまいりたいと考えております。よろし

くお願いします。 

 

○松岡徹委員 道路を聞いて、港湾を聞い

て、そして路木ダム関連予算は請願の審議の

ところで時間かけていただきたいと思ってい

ますので、まず最初、今の関係で道路関係に

ついてですね。 

 道路の修繕問題がずっと議論になっている

わけですけれども、僕がいろいろ調べたとこ

ろによると、道路法の42条では、維持修繕に

ついて規定があるわけですけれどもね。２項

で、政令で定めるということになっておるよ

うです。 

 道路の構造については、いわゆる技術基準

が構造令という形であるわけですけれども、

その維持修繕についてのいわば技術基準です

ね。国としての定まったものは、私の理解で

はないんじゃないと思うんですけれども、そ

の辺は県としてはどういうふうにつかんでお

られますか。 

 

○亀田道路保全課長 松岡委員が今おっしゃ

るとおり、道路構造令、道路法の30条で、道

路構造に関する基本的な事柄を定めました政

令は30条で規定されています。おっしゃいま

すように、42条が道路の維持または修繕の項

目でございます。 

 これについては、何と書いてあるかという

と「道路管理者は、道路を常時良好な状態に

保つように維持し、修繕し、もって一般交通

に支障を及ぼさないように努めなければなら

ない。」というふうに要は趣旨を書いてござ

いますが、道路の維持に関します統一的な政

令は、今のところまだできていません。 

 ただ、私どもが、日常、例えば、橋梁であ

るとか、トンネルであるとか、そういった構

造物、あるいはのり面、斜面ですね。そうい

った維持管理をしていく中では、それぞれの

技術基準がございまして、そういった部門ご

との技術基準をよりどころとして設計をした

り、実施をしたりしているというのが実情で

ございます。 

 

○松岡徹委員 それで、結局は政令で定める

となっているけれども、政令はない。何があ

るかというと、昭和27年の道路局長の通達と

いうのがあって、これでは、従前の例によっ

てやりましょうということになっている。 

 その従前の例というのは、大正時代の道路

維持修繕令というのがあって、それからずっ

とたって昭和に入って、昭和37年か、という

のが何か要綱があるみたいでですね。ですか

ら、今何か地域主権改革で事務の一括とか何

かあるでしょう。本当に僕は、道路の維持修

繕問題では不明な点が多いというかな。 

 それで、大体今道路とか橋は主に高度成長

時代につくられて、やがて寿命に来るという

かな。今の時点で、大体国道関係で８％、10

年後が27％、20年後は53％になるというわけ

ですね。県道や地方道の場合は、大体それよ

り１％ぐらい高いと。つまり、今が９％で、

10年後が28％で、20年後が54％と、こういう

ふうになるらしいんですよ。 

 私は、この前も言ったけれども、コンクリ

ートより人をというスローガンなんかがあっ

て、いかにも聞こえはいいけれども――むだ

な大型の公共事業はいかぬけれども、やっぱ
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り国民の生命、財産、安全、交通の利便を図

る上で、こういったものについては肩をすぼ

めないで、うんとやっぱり胸を張って土木部

も予算を要求すべきだというふうに思うんで

すよ。 

 例えば、予防保全と事後保全という考え

方、やり方があるらしいんですけれども、事

後保全というのは、いよいよいかぬごとなっ

てから修繕すると、そうすると大体寿命が60

年というわけですね。予防保全というのは、

大体まだまだあれだけど、先取り的に修繕し

ていくと寿命が100年と、そういうようなレ

ポートもあるわけですよ。 

 ですから、熊本県の土木行政の今後の戦略

的なあり方としては、そこら辺のところにも

う少しやっぱりシフトをしっかりしいて、本

当に必要な予算は国に対しても確保していく

し、県内でも――何か土木予算はもう減るの

が当たり前と、何か土木予算はピーク時の何

割に減っておりましてというのがあいさつ言

葉になるような、そんなんじゃやっぱりどう

かなという感じがするんですよ。むだなやつ

はいかぬですよ。しかし、こういう道路の維

持修繕なんていうのは、先行的にもっとやっ

ぱりきちっとしていく必要があるというよう

なことを思うんですけれども、部長はその辺

はどぎゃん思いますか。 

 

○戸塚土木部長 これまでの高度成長期か

ら、いろんな整備という形で予算を執行して

きております。それがだんだんとストックが

ふえまして、これからは維持管理の時代とい

うことで、今ちょうどその過渡期に入ってい

ると。やはり予算がその中で縮小する中で、

今後どこまで新たな整備の予算をセーブして

維持管理に持っていくかと、これが一つの課

題になっております。 

 ただ、そういった中で、先ほど委員の方か

ら指摘がありましたとおり、いかに長くもた

せるか、いわゆるライフサイクルコストを考

えた維持管理計画を持っていくかというのが

非常に大事だと。先ほどそういったことを道

路保全課長も説明しています。 

 もともと財源がどうなのかという話が――

数年前に道路特定財源の問題がございまし

た。そのときに、今後の維持管理に対するサ

ービス、いろんなユーザーへのサービスにこ

たえるための予算は、やはり道路特定財源の

維持だということでかなり訴えましたけれど

も、世の中のいろんな議論の中でそれは廃止

されましたけれども、おっしゃるとおり、道

路財源をどうしていくか。まあ、これは道路

だけにかかわらず、いろんな社会資本の維持

管理費をこれからどうしていくかというの

は、非常に大きな問題というふうに考えてお

ります。 

 そういったことで、どういった形の予算を

重点化するかという話については、我々も訴

えていきますし、いろんな形でお話はさせて

いただきたいと思っております。 

 

○松岡徹委員 それで、各委員からも指摘が

あっているように、いわばパトロールとか、

さまざまな応急対策も当然必要だけど、私

は、やっぱり全体として道路や橋の予防、保

全という立場で、やっぱり60年の寿命よりも

100年もたせるという考え方でシフトをして

いくと。 

 そういうような点での、何といいますか、

部長はやっぱりちゃんとその辺は見て考えて

いらっしゃるということがわかりましたけれ

ども、土木部全体で――何しろ、いわば土木

建設関係の予算は減る一方というあり方だけ

ではいかぬと。実際の日本の社会構造では、

社会資本の整備という点では維持修繕という

時代に入ってきて、ここに相当シフトをしな

きゃならぬということを、うんとやっぱり県

政の中でも議論をしていく必要があるんじゃ

ないかなということを思っております。 
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○小早川宗弘委員長 よろしいですか。 

 

○松岡徹委員 あと港湾関係、まだ時間はよ

かかな。 

 港湾関係で、平成18年に、海上物流の基盤

強化のための港湾法の一部改正というのがな

されているわけですね。 

 

○小早川宗弘委員長 松岡委員、今のところ

議案関係の…… 

 

○松岡徹委員 港湾管理条例、第９号関連。

それで、この港湾関係で――今度出ているの

は海域とか何かだけど、ちょっと聞いておき

たいのは、このあれでいくと――そして、そ

れについての省令が出ているわけだけど、要

するに、技術基準対象施設というのがあっ

て、その施設は、必要とされる性能に関し

て、技術基準に適合するよう、建設、改良、

または維持しなければならないと、こうなっ

ているわけね。 

 どういうのがあるかというと、例えば、施

設部材の性能と、水施設では、航路、泊地、

船だまり、防波堤、防潮堤、防砂堤、護岸、

岸壁、物揚げ場、橋梁、荷さばき施設、こう

いうのがずっとあるわけですね。熊本港や八

代港の場合、この法改正に基づく性能の適用

といいますか、この法改正と省令に基づく対

応というのはどのようにやられているのかな

と、港湾管理条例に関連してちょっと引っか

かった点があるので。どうですか。 

 

○手島港湾課長 先ほど道路でもお話があり

ましたけれども、適正な維持管理は、もとも

と港湾管理者として必要だというふうに考え

ておりまして、今回の法の改正ということで

行うということではなくて、従来から可能な

限り行ってきたと考えておるところでござい

ます。 

 

○松岡徹委員 課長、そうじゃなくて、それ

はもう当たり前のことですたいね、今あなた

がおっしゃった。これによると、そうは書い

てないんですよ。改正法において、港湾法を

改正し、国土交通省令で定める技術上の基準

を性能規定化することとし、技術基準対象施

設は技術基準対象施設に必要とされる性能に

関し、適合するよう、建設、改良、または維

持しなければならないと、こういうふうにな

っているわけですね。 

 例えば、さらに細かく言うと、レベル２の

耐震強化施設である物揚げ場にあっては、レ

ベル２地震動等の作用に対応できるようなも

のになっているかどうかとか、そういうよう

なことが書いてあるわけですよ。 

 ですから、いわゆる以前からいわば耐震と

いうことでいろいろな角度から法改正なんか

がなされて、その一つだと思うんですけれど

も。だから、従来からやっているのとは違う

んじゃないかと思うんですけれども、いかが

ですか。 

 

○手島港湾課長 済みません、今の技術基準

は性能規定ということで書かれているという

ことで、今委員がおっしゃったんですけれど

も、これはほかの土木構造物についても基本

的に今性能規定と。従来は、仕様規定といい

まして、これだけのものが要るんだというよ

うな規定だったのが、今後はこれに対応する

ようなものだというような規定になったとい

うことがその法律で書かれているというふう

に認識しておりますけれども。 

 

○松岡徹委員 それで聞きよるとだけど、そ

れで、それに適合するよう、建設、改良、ま

たは維持しなければならないと、こういうふ

うに規定されているわけ。だから、熊本港の

さまざまな場所というのは、そういう点では

チェックはなされているんですかと、この法

の改正に基づいてそれぞれのポイントが示さ

 - 22 -



第３回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成23年10月４日) 

 

れているわけよね、ということを聞いている

わけ。 

 

○手島港湾課長 ちょっと個別に説明となり

ますと、資料を持ってまいっておりませんけ

れども、基本的には、仕様としては、岸壁等

については、先ほどレベル２とおっしゃいま

したけれども、全国的にレベル１では皆さん

やっていると、レベル２については、港湾管

理者が必要なところをやるというふうになっ

ていると私どもは認識しておりますけれど

も。 

 今回、私どもの熊本港につきましては、10

メートル岸壁がレベル２で港湾計画上位置づ

けておりますので、それを整備するときは、

それをレベル２でやろうということで、ほか

の岸壁について、すべてレベル２にする必要

があるとは認識しておりません。 

 

○松岡徹委員 そうじゃなくて……。 

 

○小早川宗弘委員長 松岡委員、よろしいで

しょうか。ちょっと議案の内容と少し内容が

――議案に対する質疑と、あくまでもこの議

案とは、この文言の修正というふうなこと

で、少しずれてきておりますので、後で港湾

課長の方から……。 

 

○松岡徹委員 課長、もう少し詳しく、今の

僕とのやりとりのつは、もう少し資料を添え

て説明してもらって、その上でまた次の機会

にでもやりましょうか。 

 

○小早川宗弘委員長 そういうふうにしてい

ただけますか。 

 

○手島港湾課長 はい。 

 

○泉広幸委員 済みません、私は、付託議案

の16号から20号に関して、地元市町村の地元

負担金について、ちょっとお願いというか、

ちょっとお話をお聞きしたいと思います。 

 私の地区も含めて、それぞれ合併をし、大

変広範囲になっております。それで、要望箇

所というか、そういうおくれている箇所もた

くさんあります。そういったことで、地元の

市町村の負担金が大きくのしかかっておるの

が現状でございますので、何とか軽減という

か、できないものか、負担金の軽減、見直し

等は。そういう点をちょっとお話をさせてい

ただきましたけれども。 

 

○金子監理課長 負担金については、各法令

に基づいて負担を求めることができるという

ことになっております。 

 負担金の額については、今回説明したとお

り、市町村についても、負担金の中身あるい

は額についても丁寧に説明して、了解を得

て、ただ、見直しができるものについては、

額についても、提案しているとおり、個々に

対応していきたいと思っております。 

 

○泉広幸委員 今監理課長からお話しいただ

きましたけれども、これも建設関係じゃなく

て農林水産関係も――ここは場所は違います

けれども、一緒なんですよね。まだまだほか

の市町村も含めて、やるところはたくさんあ

ります。しかし、大きく負担金がのしかかっ

ておりますので、市町村もやれない。それが

負担金が軽減になると、あと２～３カ所でも

要望箇所が少しでもやれるということがあり

ますので、何とか検討をしていただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

 

○堤泰宏委員 じゃあ、３つほどお尋ねしま

す。 

 まず、白川水源の基金、そして住宅供給公

社の事業実施状況、そして最後に、部長のご

あいさつの中のくまもとアートポリス東北支

援のことで３つ。 
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 まず、この白川水源地域、これは立野ダム

のことですかね。それか、ほかにも白川水源

にダムの計画があるのか。これは私も勉強不

足で申しわけないんですけれども、これはい

つごろできたのか。それから、球磨川とか菊

池川、緑川にもこういう基金があるのか、こ

しこ教えてください。 

 

○林河川課長 まず御質問の１点目でござい

ますが、この基金につきましては、白川の立

野ダムを対象としております。設立につきま

しては、先ほど御説明しましたように、平成

５年度に設立しております。 

 それから、ほかに白川水源としてダムの計

画があるかというお話でござますけれども、

これにつきましては、立野ダムに特化した基

金になっております。 

 それから、ほかの例えば菊池川ですとか、

緑川ですとか、そういった水系にこういった

基金があるかというお話でございますけれど

も、基本的に水没戸数等によりまして水特法

という法制度がございます。この立野ダムに

つきましては、水没戸数が非常に少ないとい

うことで水特法の適用がございませんでした

ので、こういった基金という形で地元の振興

を図っているという状況でございます。 

 

○堤泰宏委員 わかりました。水没家屋が対

象じゃなくて、ほかの事業にこれは使ってあ

りますよね。でも、立野ダムて大体わかっと

ったですけどね。 

 それで、立野ダムは、工事がほとんど進ん

でないでしょう、現況は。それで、やっぱり

ある程度の時期にやるかやらぬかを地元に言

うてやらんと、地元は非常に期待しとる人も

おりますし、もうやめてもらいたいという人

もおりますし、そこら辺を、何かわかっとる

ことがあったら教えてください。 

 

○林河川課長 立野ダムにつきましては、本

体の着手にまだ至っておらないということ

で、昨年９月にダム検証というものがござい

まして、その検証対象ダムに立野ダムは指定

されております。基本的には、熊本市を流れ

ます白川の改修の一環でございますので、県

としては、その必要性というのは非常に認識

しております。ただ、県といたしましては、

検証については予断を持たずに今臨んでいる

という状況でございます。 

 それから、検証対象ダムでございますの

で、着手の時期というのは現時点ではまだわ

かりません。ただ、国の方からは、残事業の

実施にはおおむね10年程度かかるというふう

にお聞きしております。 

 いずれにいたしましても、今再検証を行っ

ておりますので、その結果次第で事業につい

ては進むものというふうに思っております。 

 

○堤泰宏委員 その検証のとき、何かもう中

止になったような新聞記事を１回見たっです

けどね。それは皆さん見られたと思うですけ

どね。 

 

○林河川課長 今のところ検証の最中でござ

いまして、中止とか、そういった方針につい

ては決まっておりません。 

 新聞報道につきましては、ことしの１月24

日に、流域の市町村長が参加した第１回目の

検討の場というのが開催されておりまして、

それが記事になっているという状況でござい

ます。 

 

○堤泰宏委員 わかりました。 

 そうすると、今度は住宅供給公社ですよ

ね。説明資料の１ページ。 

 まず、初歩的なことですが、この表現です

ね。１ページの(2)と(3)、賃貸管理事業と管

理受託住宅管理事業、これは中身がどんなふ

うに違うか、まずちょっと。 
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○平井住宅課長 まず、(2)の賃貸管理事業

でございますが、これは公社がみずから賃貸

住宅を持っております。それを経営している

事業ということでございます。それから、

(3)の管理受託住宅管理事業でございます

が、これは県営住宅、それから都市再生機構

の住宅等の指定管理者になっておりまして、

その管理業務を行っているという内容でござ

います。 

 

○堤泰宏委員 そうすると、業務の内容は一

緒ですよね、仕事の内容は。所有者が違うと

いうだけでしょう。この所有者が住宅管理公

社、それから熊本県、それから独立行政法人

都市再生機構て、これは何ですかね。 

 

○平井住宅課長 まず、事業内容につきまし

て、(2)の方は、これはみずから所有してい

る、いわゆる家主としての事業を行っている

ということでございます。それに対しまして

(3)の管理受託、これは管理の中の――全体

ではございませんで、管理の中の部分的なも

のを受託しているという内容でございます。

それから、都市再生機構、これはかつての住

宅公団がこのような独立行政法人に変わって

きているというもの、いわゆる国の外郭団体

のようなものでございます。 

 

○堤泰宏委員 管理事業というと、家賃の回

収がまず一番ですよね。それから未納家賃の

回収、それからこの住宅の損壊とかの補修と

か営繕の仕事、大体一緒と思うですけどね。

その(2)と(3)はどこが違うですかね。具体的

に言うたがええですよ。こういうこういう管

理をしとるということをですね。 

 

○平井住宅課長 指定管理者として行ってお

ります事業の中では、例えば、入退去の管

理、それから建物の簡易なものの維持修繕等

をやっております。先ほどおっしゃった家賃

の徴収とか、そういった業務につきましては

住宅課の方で行っております。 

 

○堤泰宏委員 独立行政法人は。 

 

○平井住宅課長 指定管理者として同じよう

な業務をやっているということでございま

す。 

 

○堤泰宏委員 いやいや、家賃の回収はどこ

がしよるとですか。 

 

○平井住宅課長 申しわけございません、ち

ょっとそこのところまでは確認しておりませ

んが、恐らく県の方の公社が県営住宅で行っ

ている事業と同じような内容ではなかろうか

というふうに思っております。済みません、

役目としての正確なところは把握しておりま

せん。 

 

○堤泰宏委員 そこは私は統一されたがええ

と思うですね。自分で持っておられるのも、

指定管理者で管理を受託されておるのも、私

は統一された方がええと思うですよ。なぜか

というと、これは指定管理者では４億4,000

万円ですか、お金をもろちょんなはるわけで

しょう。これに書いてあるのでは４億4,000

万円ですよね。自分の所有は、これは経費は

ここに載っとらぬですけど、経費は要るはず

ですよね。一括して普通ならするような、一

元化してするような気がしますけども、何か

ここがちょっと私はわからぬですね。縦割り

行政じゃなかろうばってんですな。ここばち

ょっとまたいつか機会があったら説明ばして

ください。 

 

○平井住宅課長 委員長、わかりました。後

日整理しまして、説明させていただきたいと

思います。 

 

 - 25 -



第３回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成23年10月４日) 

 

○小早川宗弘委員長 後日、資料を整えて、

委員の皆さん方すべてに資料を提供してくだ

さい。 

 

○堤泰宏委員 それでは、ちょっとこれは部

長にお尋ねです。 

 部長のごあいさつのくまもとアートポリス

東北支援、ここの「熊本から東北へ支援の心

を届け」これはみんな大賛成と思うですね。

一番熊本県が今支援をする立場にある相手は

宮城県ですよね、たしか。土木部の職員さん

もかなり行っとられると思います。 

 これは、心だけでなくて、今度は７日に恐

らく議決ですよね。13億円の県のお金も、ま

あどこに行くかわかりませんけれども、一応

お金の支援も決まっとるですね。 

 これはちょっと話が大きいですから、部長

の答弁もなかなか、まあいじわるな質問にな

るかもしれぬですけど、被災地というのは、

岩手と宮城と福島ですよね。私は数ははっき

りわからぬですけど、この前防災の委員会

で、被災者が７万人、死者、行方不明者が１

万9,000人台、それから流失家屋が２万5,000

戸ぐらいですかね。 

 そうすると、岩手、宮城、福島には、どれ

ぐらいの人口が住んでおられるのか。恐らく

400万人以上住んでおられるですね。家屋が

何百万戸あるのか。それからすると、この割

合というのは、非常に、まあ割合が低いと言

うといかぬけれども、割合は低いんですよ

ね。何か私たちだけが東北支援をせないかぬ

ように、まあ私のひがみかもしれぬけど、感

じます。岩手、宮城、福島は、お互いに土木

部の職員を出し合いっこしたり、農業土木の

職員を出し合いっこしたり――これは県だけ

じゃないですよ。この被災地の市町村を含め

て、どれぐらいやっとるのか、私たちには見

えないんですよね。ただ、支援をしましょ

う、頑張りましょう、立ち上がれ日本と言い

ながら、何かさっきいろんな御意見が出とっ

たですけど、よそのいろんな予算を削られる

ような心配がある。 

 まあ、部長は、いつかのごあいさつで、熊

本県の予算は確保する覚悟であるというよう

なあいさつをされておりますので、そこはち

ょっと安心しておりますけれども、一般の人

たちは、もうこれは熊本県は東北に金を持っ

ていかれるならば、公共事業は減ってしまう

んじゃないかという心配をされておるんです

よね。 

 そこの３県が、自分たちでいかほど身を削

るか、これをもうちょっとはっきりしてもら

わぬと、みんな、特に阿蘇郡あたりはインフ

ラ整備がおくれていますので、非常に不安を

持っております。支援はいいですけども、そ

こら辺をちょっと答えを、部長なりのお答え

が欲しいのが１つ。 

 それから、日本全体が今非常に景気が悪い

ですよね。一部じゃ雇用情勢がよくなって、

失業率が4.何％に下がったとかいろいろ言い

ますけど、実際はそんな生易しいもんじゃな

いですね。まあ表現が悪いですけど、生活保

護が200何十万人というのがＮＨＫのこの前

のあのテレビで流れて、職がないと、それか

ら、自殺者が、やはり３万人を切る努力をし

ても切れないと、高校生が、進学しても、家

庭の事情で中退しなきゃいけない高校生がか

なりおると、そういう非常にみんな厳しい状

況で、東北支援のために今度は増税をする

と。まあ、増税になるかどうかは知らぬです

けれどもね。我々が決めることじゃないです

けども、増税をすると。消費税も、ひょっと

したら福祉目的税から５年間は外してあっち

の支援をすると。何か向こうのことばっかり

言いよると、本当に地域で生活しよる人たち

が不安を持つですね。特に、土木事業、そし

て農林事業ですね、農業のいろんな施設事業

ありますから。それで、東北３県が、どれぐ

らい自分たちで私たち以上に血を流しよるの

か、御存じならばちょっと教えてもらいたい
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というのが１つと、熊本県の土木予算という

のは心配ないのか、ちょっとそれを教えてく

ださい。 

 

○戸塚土木部長 熊本県から宮城県への支援

というのは、全国知事会の中で、熊本県は特

に宮城県をということでやっているというこ

とでございます。 

 特に人的支援、これは職員の派遣とか、そ

ういったことをやっていますけれども、確か

にこれは経費が、予算的にはどうかと言われ

ると、ゼロじゃありませんけれども、そうい

った人的支援という形が一番大きいと。た

だ、土木の投資的経費の中から引っぱがして

向こうに持っていくというようなことは、今

のところしていません。 

 ただ、国から５％留保というのがあります

けれども、これについても、国土交通省の方

では、この保留解除の方を財務省の方に今要

求中といふうに聞いております。 

 そういったことで、今年度の予算として

は、減るというようなことにはならないと私

は受けとめております。ただ、次年度以降ど

うなるかというのは、これはまた予断を許さ

ない状況でございますけれども、ただ、全国

的にもそういった災害対応とかいう形になり

ますと、やはり手だてをしなければ、いつ災

害が来るかわからないということで、防災中

心の予算というのは、これまで以上に必要じ

ゃないかなというふうに考えております。 

 ただ、２点目ですけれども、宮城とか岩

手、福島あたりの方がどれだけ努力されてい

るかという話につきましては、またその復興

計画とか、そういった第１陣目の瓦れきの問

題とか、そういった初期の状況を今終えつつ

あるといいますか、それに取り組んでおられ

て、これからまた復興計画あたりを立案され

るという状況の中で、精いっぱいの努力はさ

れていると思いますし、我々が想像している

以上に御苦労はされているというふうに私は

受けとっております。 

 

○堤泰宏委員 それで、それは苦労されとる

のは十分わかるですよ。ただ、私、人口は―

―私の推測ですよ。調べてくればよかったで

すけど。東北、今の３つの県で400万人以上

はおるはずですよね。その被災者が７万人と

か、今のところは言われとるですよね。非常

に率から言うなら少ない。もう少し向こうの

人たちが、３県で合同してもう少し頑張れ

ば、その瓦れきあたりも私はもうちょっと簡

単に片づいたと思うんですよね。ボランティ

アと自衛隊、それからアメリカの兵隊が少し

行きましたよね。各県から派遣されている人

数というのは、これは限られていますから

ね。そういうところの実態を一回、熊本県も

派遣しとるわけですから、私はちゃんと認識

されたがいいと思うですね。向こうが何もし

よらんなら、こっちも出す必要はないです

よ。 

 以上です。 

 

○戸塚土木部長 それじゃ、現地の状況、ど

ういったことか、うちの方から派遣している

職員の情報、もしくは我々が視察あたりに行

ったときの一つの観点という形で、そういっ

た情報は勉強してまいりたいと思っておりま

す。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに質疑はありませ

んか。――なければ、以上で質疑を終了しま

す。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第８号、第９号、第16号から第

23号、第25号から第27号及び第34号から第45

号までについて、一括して採決したいと思い

ますが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○松岡徹委員 委員長、ちょっと待って。22

号は、さっき言った点を県としてきちっとし
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ていただくということでいいですけれども、

１号と８号と９号は挙手採決をしてくださ

い。 

 

○小早川宗弘委員長 １号と８号と９号です

ね。 

 それでは、一括採決に反対の表明がありま

した議案第１号、第８号及び第９号につい

て、挙手により採決いたします。 

 原案のとおり可決することに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○小早川宗弘委員長 挙手多数と認めます。

よって、議案第１号外２件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、残りの議案第16号外22件について

は、一括して採決いたします。 

 原案のとおり可決または承認することに御

異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 御異議なしと認めま

す。よって、議案第16号外22件は、原案のと

おり可決または承認することに決定いたしま

した。 

 次に、請願の件に入りたいと思いますけれ

ども、時間がもうお昼になりましたので、お

昼休みをとりまして、１時から再開をしたい

と思います。お疲れさまでした。 

  午後０時11分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時58分開議 

○小早川宗弘委員長 それでは、委員会を再

開いたします。 

 引き続いて、付託請願の件に入ります。 

 請第８号は、路木ダム建設事業に係る請

願、請第９号は、路木ダム建設の再検討を求

める請願であり、いずれも路木ダム建設事業

に関するものでありますので、この２件につ

いての執行部からの状況説明は一括して求め

たいと思います。 

 それでは、説明をお願いします。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 それではまず、請第８号について御説明い

たします。 

 指摘項目が多岐にわたりますので、少し丁

寧に御説明させていただきます。 

 請願趣旨は、路木ダムの本体工事は一たん

中断し、新たに再検証を行うことを求めると

いうものでございます。 

 これに対する県の考えでございますが、請

願者は、請願の理由として３点の主張をされ

ております。 

 まず１点目は、治水でございますが、これ

に関しては大きく２つの指摘をされておりま

す。１つは、県は路木地区の100戸以上が浸

水被害に遭ったと述べているが、請願者が行

った聞き取り調査では、浸水被害はなかった

との証言を得ていること、また、当時の路木

地区は70戸ほどしかなく、100戸も存在した

事実がないという主張でございます。 

 まず、路木地区の洪水時の被害につきまし

ては、旧河浦町からの聞き取り調査によるも

のでございます。また、平成３年、４年、５

年に、旧牛深市長、旧河浦町長から県に提出

された公文書である要望書の中に、多数の人

家が浸水するなど、被害が発生した旨の記載

がございます。さらに、この要望書に記載さ

れた浸水被害について、一昨年の１月から３

月にかけて天草市が行った調査の結果、路木

地区では、具体的な浸水戸数及び時期までは

特定できなかったものの、多くの被害の発生

が確認できたとの報告がなされております。

このため、県としては、幾度も過去に水害に

見舞われたと考えております。 

 また、請願者の言う70戸とは、70世帯のこ

とを指しているものと思われますが、県が策

定した河川整備計画に計上した数値は、世帯

数ではなく、棟数であります。１世帯で複数

棟の建物を所有するケースがございます。整
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備計画の記載内容に矛盾点があるということ

にはなりません。 

 治水の２つ目は、想定破堤点の堤防高につ

いての指摘でございます。 

 請願者は、路木集落のある右岸の堤防高

は、左岸より70センチ高く、破堤できない地

形であること、また、市民団体が測量した結

果、県が算出した高さより約50センチ高く、

また、県は実際には測量していないという主

張です。 

 路木川の下流側に位置します路木集落の地

盤高は、計画規模の洪水より低く、破堤した

場合には、はんらん水が集落に流れ込む可能

性があります。このため、想定判断区域の設

定につきましては、国土交通省が定めた治水

経済調査マニュアルに基づき、適切に破堤地

点を設定したものです。 

 なお、洪水判断が生ずる要因としては、堤

防を越える越水判断だけではなく、堤防の洗

掘や浸食、漏水などによる破堤判断がござい

ます。堤防が高ければ、破堤や判断が生じな

いというものではありません。 

 次に、堤防高が約50センチ高いとの主張で

すが、この約50センチの高さの差は、国土地

理院による水準点測量の見直しによるもの

と、堤防断面には含めない道路の路盤厚や舗

装厚を含めたことにより生じたものでありま

す。これらを考慮しますと、県の結果と同じ

ものになります。県が設定した堤防高には何

ら問題はありません。 

 また、請願では、県は実際に測量していな

いと指摘されておりますが、県では、おおむ

ね100メートル間隔で河川の横断測量を実施

しております。さらに、想定破堤点からわず

か数メートル離れた上流側と下流側で直接測

量しております。 

 また、現地は河口部で、ほとんど勾配がな

く、破堤点の上下流を見ても、地形の変化や

堤防高の変化はございませんので、堤防高に

ついては、十分な精度で把握できていると考

えております。 

 次に、請願理由の２点目、利水でございま

す。 

 請願では、４つの指摘をされております。

水道使用量が激減、平常時の生活用水は十分

足りていること、漏水率が20から30％と高

く、放置されていること、水道未普及地域に

ついては、すぐそばまで水道管が布設されて

いること、人口減少などを反映していない天

草市の過大な水道事業計画を県は追認してい

ること、以上の４つであります。 

 水道事業の事業主体である天草市に確認し

たところ、平成６年から７年にかけての大渇

水以降、牛深地区、河浦町一町田地区におい

て、減圧や断水などの給水制限は行っており

ませんが、これは節水の対策を行ったこと

と、断水に至るまでの気象状況ではなかった

ためであります。 

 その後の平成８年、12年、13年、16年、さ

らには21年にも、牛深地区の水源であるヤイ

ラギダムの貯水率が大きく減少し、応急的な

緊急用水やガソリンスタンドなどへの洗車自

粛要請、プールの使用禁止措置などにより、

辛うじてしのいできたものであります。決し

て現状のままでは安心して水道水が使える状

況にはございません。 

 また、水道事業計画は、給水区域内人口と

給水量の減少を考慮した計画になっておりま

す。さらに、いわゆる漏水率については、天

草市全体の目標である10％まで改善した上

で、なお不足する分を路木ダムに求める計画

になっております。 

 次に、水道未普及地域の解消についてです

が、給水区域を広げるためには、まず安定水

源の確保が必要です。渇水時に必要な水量が

確保できない中で、水道管だけを伸ばして

も、渇水時の安定的な水の供給はできませ

ん。単に水道管を延ばせばよいというもので

はありません。 

 次に、天草市では、水源となる路木ダムに
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加え、新たにつくる上水施設や導水施設など

を含めた水道事業の再評価を行っておりま

す。 

 牛深地区の上水道事業については平成18年

度、河浦町一町田地区の簡易水道事業につい

ては平成21年度にそれぞれ再評価を行ってお

り、いずれも適切な手続を踏まえて事業を実

施されております。 

 請願理由の３点目は、自然環境の破壊につ

いてです。 

 請願では、羊角湾の干潟に多くの希少種が

生息していること、ラムサール条約の候補地

に選定されていること、レッドデータブック

において、海洋生物、ハビタットとして選定

されていることなどから、路木ダム建設は重

大な悪影響を及ぼすと主張されておられま

す。 

 路木ダム建設が羊角湾に与える影響につい

ては、動植物や水生生物の生態系、水質、環

境に与える影響など、さまざまな環境調査や

予測を行っておりますが、ダムが環境に与え

る影響は小さいと考えております。 

 また、河口の干潟は、路木川のみならず、

路木川より流域面積が大きい早浦川からの土

砂供給や羊角湾からの漂砂により形成されて

おります。ダム建設後も、路木川の支川であ

る六郎次川や早浦川などからの土砂供給は現

状どおり継続されますので、土砂を全く遮断

するものではありません。 

 なお、路木ダムは、いわゆる法アセスや条

例アセスの対象となる規模のダムではござい

ませんが、環境対策に万全を期すため、県が

制定する公共事業等環境配慮システムに基づ

き、工事中やダム完成後も羊角湾の水質や動

植物の生息状況を確認し、専門家の意見を参

考にしながら、必要に応じ、適切な措置を講

じていくことにしております。 

 最後に、路木ダム建設については、県民に

しっかり説明するため、一度立ちどまって考

えることが必要との知事の考えにより、県独

自の検証を行い、その結果につきましては、

路木ダム確認作業報告書として取りまとめて

おります。 

 確認作業では、治水、利水、環境、財政の

各面から検証を行っておりまして、その内容

につきましては、一昨年６月に知事が議会に

御報告するとともに、広く一般の方々にもご

らんいただけるよう、県のホームページ上で

も公開しております。 

 今回の請願理由のほとんどについては、こ

の確認作業の中で検証済みであります。この

ため、現段階で新たに再検証を行う必要はな

いと考えております。 

 なお、路木ダムに関しましては、現在司法

の場で係争中でございます。この中で、治

水、利水、環境など、幅広い争点について審

理が進められております。県としては、引き

続き、公開の場である裁判の中で、県の考え

を丁寧に説明していきたいと考えておりま

す。 

 以上が請第８号に対する県の考えです。 

 次に、請第９号について御説明いたしま

す。 

 まず、請願趣旨は、路木ダム工事を中断

し、水道事業の需要予測と天草市の財政面か

ら、全面的に再検討することを求めるという

ものでございます。 

 これに対する県の考えでございますが、請

願者は、請願の理由として２点の主張をされ

ておられます。まず１点目は、水道事業計画

についてです。 

 請願者は、天草市の水道事業に関し、給水

人口並びに１日最大給水量の計画と現状とに

大きな差が生じており、過剰投資につながる

との指摘でございます。 

 天草市に確認したところ、請願に記載され

ている給水人口、１日最大給水量の各数値

は、市が作成した天草市水道ビジョンに掲載

された平成21年３月末時点での天草市全体の

上水道及び簡易水道事業の合計値を示したも
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のとのことです。 

 記載された計画給水人口には、既に整備が

完了しており、事業計画の見直しを行ってい

ない計画も含まれている関係上、実績との間

に差が生じているとのことでございます。 

 一方、路木ダムに水源を求める牛深地区の

上水道事業、河浦町一町田地区の簡易水道事

業の各計画においては、人口減少などを考慮

した上で見直しを行っており、過剰な予測と

は考えていないとのことでございます。 

 次に、２点目、天草市の財政面についての

指摘でございます。 

 請願者は、水道事業は受益者負担が原則の

公営企業であるが、一般会計からの繰り入れ

が相当な額に上ること、今後のダムの建設負

担金やランニングコストにより水道料金がさ

らに高くなるとの指摘でございます。 

 天草市に確認したところ、一般会計から公

営企業会計への繰り入れについては、そのほ

とんどがいわゆる基準内繰り入れと呼ばれて

いるものであります。この基準内繰り入れに

つきましては、総務省では、地方公営企業の

経営健全化の促進や経営基盤の強化につなが

るものとして、交付税措置の対象とすること

にしております。 

 したがって、この基準内繰り入れは、単な

る赤字分を補てんするための繰入金とは異な

ります。また、水道料金については、各種の

コスト縮減に努め、料金への影響を最小限に

とどめる考えとのことであります。 

 なお、請第８号でも御説明したとおり、天

草市では、水道事業の再評価を行い、適切な

手続を踏まえて事業を実施しております。ま

た、一昨年の路木ダムの検証においても、ダ

ム以外の選択肢を含め、10年に１回の渇水時

にも安定的に取水できるかどうかという観点

や費用などの面から検証を行い、路木ダムが

最適との結論に達しております。 

 県としては、共同事業者である天草市の水

道供給開始をおくらせることがないよう、今

後も着実に事業を進めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上が請第９号に対する県の考えでござい

ます。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、ただいまの

請第８号の説明に関して質疑はありません

か。 

 

○松岡徹委員 今課長の話を聞きよって、川

辺川の住民討論集会を９回やったんですけれ

ども、あのとき僕は住民の側の事前協議メン

バーで、大体住民討論集会が53時間ぐらい議

論したんですけれども、それと同じぐらいの

事前協議をやったんですけれどもね。そのと

きの国土交通省の文脈に非常に似た感じを持

って聞いておりました。 

 2008年の９月11日に、蒲島知事が、川辺川

ダムについての見解を述べられたときに、こ

んなことを言っておられます。「国土交通省

は、ダム建設上生ずる問題に対して、研究、

開発を熱心に行っています。その一方で、住

民が提示した河床掘削による流下能力の向上

や遊水地設置などの代替案については、人吉

層の掘削は問題がある、貯水のために農地を

利用することは社会的にも困難と言うにとど

まるなど、ダムによらない治水の努力を極限

まで行っていないと思っています。そのため

住民の理解も得られてこなかったのではない

かと感じております。」とこういうふうに言

っているわけですけれども、ここで言われて

いる河床の掘削や遊水地、これは去年の６月

26日の第８回治水を検討する場で提案され

て、ことしの５月の第９回でもまた提案され

ているわけですけれども、結果としては、国

土交通省が、あの住民討論集会で、住民側が

こう主張を言えば、膨大な金と人とデータ

で、いや、こうだこうだこうだと言って平行

線をたどったけどね。結果としては、今、国
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土交通省自身が、球磨川水系のダム以外治水

対策では、遊水地や河床の掘削を言っている

わけですね。非常に課長の一生懸命さはわか

るけれども、残念ながらそういう感じで聞き

ました。 

 それで、ちょっと幾つか聞きますけれども

――ですから、結局は、こう言えばああ言う

ということで、県は、やっぱりそれなりの人

とデータもあるから、ああじゃこうじゃ言い

よる。そういうやり方では、やはり禍根を残

すと。あの川辺川のダム以外治水でも、あれ

で引っ込んどれば、いわば今みたいなダム以

外の治水の掘削とか遊水地とか等出てこない

はずであります。 

 どこで切りかわったかというと、やっぱり

県民監視のもとで、マスコミにも来ていただ

いて、局によっては実況中継もしてもらっ

て、そして公開の場でいわば議論をやったん

ですよ。そういうことを求めているわけで、

いわば住民の側が、すべてこれは正しいとい

うことを今認めてくださいということを言っ

ているんじゃない。県の主張もあるかもしれ

ませんけれども、私たちはこういう主張があ

ります、どっちが正しいか検証しましょうと

いうことを求めているわけですよ、この請願

は。そこのところをまず指摘をしておきたい

と思います。 

 それから、２つちょっと聞きたい点は、こ

の間の県営ダムの見直しについては、なされ

た年代と、ダムの名前と、それと結論です

ね。それについてちょっと伺いたいと思いま

す。 

 

○林河川課長 まず１点目でございますけれ

ども、路木ダムに関しましていろんな意見が

あるというのは御承知のとおりでございま

す。ですので、一昨年の４月から６月にかけ

まして、県独自での再検証を行って、ダムの

必要性あるいは妥当性というものを改めて確

認しております。 

 さまざまな意見に対しましては、県として

は、異例の試みでございますけれども、ホー

ムページ上に県の見解を掲載しております。

スタイルこそ違いますけれども、説明責任を

果たしているという点では、路木も川辺も一

緒だと思っております。 

 

○松岡徹委員 ちょっと待って。今の点はち

ょっと違う。何ということをあなたは言う

ね。川辺は、いわばそれに対案を持った、住

民側も含めて対等に議論をしたわけでしょ

う。知事が、一回立ちどまって検証するとい

うことで検証をやられたけれども、それはあ

なた方の内部でやったわけでしょうが、熊本

県で。何が川辺川と同じですか。歴史の事実

を偽るようなことを言ったらだめだよ、君

は。何が一緒ですか。川辺川の住民討論集

会、あれだけの規模をやったのと、あなた方

がさっさとやって、中身は、実際県の主張を

そのまま認めたのが、知事が言うところの、

2009年の６月か、議会に報告した再検証の結

果じゃないですか。どこが同じですか。川辺

川のやり方とどこか同じですか。 

 

○林河川課長 説明責任は果たしているとい

う点では、路木も川辺も一緒だと思っており

ます。 

 

○松岡徹委員 何て言っているじゃないね。 

 

○林河川課長 既に、それから公開の場でご

ざいます裁判の中で実質的な審理が進んでお

りますので、ある意味最終的な議論の場でご

ざいますけれども、裁判の中で実質的な審理

が進んでおりますので、討論集会、再検証、

これについては不要だというふうに考えてお

ります。 

 それから、２点目の県営ダムの中止でござ

いますけれども、これまで熊本県としては５

つのダムを中止しております。古くからは、
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赤木ダムと――これは宇土にございますが、

赤木ダム、それから旧中央町にございます釈

迦院ダム、それから天草町にございます高浜

ダム、それから同じく天草にございます姫戸

ダム、それから大矢野にございます七ツ割ダ

ム、以上の５ダムについて中止をしておりま

す。 

 いずれにつきましても、費用対効果あるい

は代替案の方が安いということで、ダム事業

について中止したものでございます。その後

の対応につきましては、地元の意見を踏まえ

ながら、必要な河川改修等について実施して

いるところでございます。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 それで、今あなたが言った七

ツ割から姫戸までやって、いずれも中止をし

ているんですね。それぞれに見ると、利水に

ついては、何とかなる、何とかしましょう

と、治水については、それにかわる代替案で

いきますということになっているわけですけ

れども、路木についてはなぜそうならなかっ

たんですか。まあ、はっきり言って、ダムが

いいのか悪いのかという検証をしていないん

でしょう。いわば再評価監視委員会として、

そういう議論はしていないんでしょう。 

 

○林河川課長 路木ダムに関しましては、先

ほど申しましたけれども、一昨年の４月から

６月にかけまして、県独自で再検証を行って

おります。その中で、ダムの必要性、妥当

性、これはもちろんでございますが、確認を

しております。 

 このほかに、治水対策の費用比較について

も実施しております。このときの内容につき

ましては、路木ダム確認作業報告書の中に記

載されておりますけれども、河川改修のほか

に遊水地、そういったものを含めました方法

よりも、多目的ダムを共同で進める場合が最

も安価という結論に達しております。 

 検証内容につきましては、ホームページの

中で公表しておりますので、ぜひごらんいた

だければと思っております。 

 

○松岡徹委員 結局はね、僕もいろいろ川辺

の議論は大分やってきたけれども、路木ダム

はいろいろ調べてみたんですけれども、きち

んとした論議がなされていないと。結局は、

県で検証したというけれども、この前の再評

価監視委員会の中身、つまり県がこれまでと

ってきた方針の再確認なんですよ。 

 それで、私は、再評価監視委員会の議論と

いうのは、やっぱり軽視できないと思うんで

すね。例えば、これはあなた方が今の監視委

員会に出している五木ダムについての説明資

料ですけれどもね。これでは、いわゆる監視

委員会の検討対象では、社会状況の変化とか

いろいろあるわけですね。そのあれで、国土

交通大臣から、ダム事業の検証に係る検討が

求められているとか、国ができるだけダムに

頼らない治水への治水対策の政策転換を表明

したとか、そういうのは五木ダムの資料で出

ていますたいね。 

 ところが、路木ダムの場合の監視委員会の

議事録を見ると、監視委員会の委員長がこん

なことをおっしゃっているわけですよね。い

わば結論のところで、ダムそのものの、これ

は変な話ですがと――変な話ですがと言って

おられるわけね。変な話ですが、是非論をこ

こで議論するには、我々は学識が足りません

ので、そのダム論等についての是非論という

のは、もし問題があれば、そういったところ

でやっていただくというのが本筋であると考

えておりますと。つまり、いわばほかの県営

事業については再評価監視委員会で議論し

て、いわば結論としては中止と。ダムでいく

かいかぬかという議論になって、中止という

結論を出しているけれども、路木ダムは、ダ

ムそのものの是非論はしていないと委員長自

身が言っているじゃないですか。委員長自身
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がこう言っているじゃないですか。やるなら

別なところでしてくれと。別なところでは何

かというと、検証しましたと、それは県だけ

で、あなた方が身内でやっているわけであっ

て、ですから、請願が出ているように、別な

ところというなら、ダムの是非については、

公開の場で、川辺川の住民討論集会のような

やり方でやるのが一番いいんじゃないです

か。 

 

○林河川課長 ただいま再評価委員会のお話

がございましたが、公共事業の再評価という

のは、事業を実施中の個別の事業に対しまし

て、当初の役割ですとか、効果ですとか、あ

るいは社会状況が大きく変化していないか

と、そういったものを定期的に点検、評価を

行うものでございます。 

 今委員おっしゃいましたように、費用対効

果を初め、それから社会経済情勢の変化、そ

れから代替案立案の可能性、進捗状況、こう

いった要項に定めております４つの観点から

評価を行うということになっております。 

 再評価委員会の委員長の御発言は、議事録

によりますと、ダムそのもの、いわゆるダム

全般の是非論については、ここで議論するに

は学識が足りないというふうに述べたもので

あります。つまり、あくまで個々の事業に対

して、先ほどの４つの視点から判断するのが

再評価であって、ダム全般の是非論は、ほか

のしかるべきところで議論すべきではないか

という趣旨でございます。 

 県といたしましては、要項に基づきまし

て、時のアセスの観点から、適切に再評価を

いただいたものというふうに考えておりま

す。 

 

○松岡徹委員 あなたは自分が言っている意

味が――よく考えて言いなっせよ。 

 要するに、あなたがさっき報告した姫戸ダ

ムまでの最近の県営事業については、まさに

個々の事業について、高浜ダム、釈迦院ダ

ム、姫戸ダム、それぞれについて、個々の事

業について監視委員会で検討した結果、中止

と決めているんじゃないですか。そうでしょ

う。なぜ路木だけはその議論をしないで、い

わばあいまいにして、継続でしたのかと聞い

ているわけですよ。 

 

○林河川課長 路木ダムにつきましても、要

項に定めております先ほどの４つの視点から

評価を行っております。その結果、適切に進

めるということに結論がなっておるものでご

ざいます。 

 

○松岡徹委員 何を言っているんですか。議

事録に書いてあるじゃないですか。ダムの是

非は論議していないて書いてあるじゃないで

すか。 

 

○林河川課長 先ほど申しましたように、議

事録を読んでいただければわかりますが、委

員長は、ダムそのもの、いわゆるダム全般の

是非論については、ここで議論するには学識

が足りないと、要するに、個別の事業ではな

くて、ダム全般の事業についてはここでは審

議できないと、ほかのところですべきだとい

う趣旨の御発言をされたということでござい

ます。 

 

○松岡徹委員 路木ダムの結論を出すための

場面で言っているのを、あなた、そういうふ

うに強弁するけれども、この再評価監視委員

会は、本当に僕は県民の前に明らかにする必

要があると思っているんですよ。こんなこと

が許されるならば、例えば、この写真は昭和

57年の洪水の写真と思い使用しておりました

けれども、急遽現地に行きまして資料確認を

行いました、そうしたところ、路木川に該当

する箇所が確認できませんでしたと、なお、

調査の結果、上段の昭和57年の写真は――こ
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れですね、これは小さくしてあるから、これ

ですね、昭和57年の写真は、路木川から約北

に５キロほど離れております旧河浦町を流れ

る白木河内川ではないかと思っているところ

でございますということですね。 

 それから、今度は、資料、平成10年のこれ

についても、平成10年の写真と伝え聞いて使

用しておりましたけれども――この下の資料

ですね。資料確認を行いましたところ、路木

川に該当する箇所というのは確認できたわけ

でございますが、撮影日時が特定できません

でした、このため、上段の昭和57年の災害の

写真につきまして資料より削除させていただ

きますとともに、下段の平成10年の写真につ

きましては、平成10年という記述を削除させ

ていただきたいと考えておりますと。 

 それから、国道266号線が９時間にわたっ

て交通どめになったという記述があるわけで

すね。これについて、監視委員会の委員か

ら、これはどぎゃんこつだろうかと。委員、

９時間にわたって浸水したというような266

号線、これに対する河川課の答弁ですね。浸

水した箇所につきましては、どこかというの

がはっきりわからないということでございま

す。先ほどお話しいたしましたように、旧河

浦町等からの要望の中で、そういうことで書

いてあるということでございまして、それ以

上のことは私どもははっきりわかりません

と、委員、よっぽど低くて水はけの悪いとこ

ろだったんだなと、９時間も浸水したのはと

いうことではとか、こういうふうになってい

るんですよ。 

 こんなのが、本当に国民、県民、市民の税

金を使ってやる公共事業の是非を論議する監

視委員会で、こういうでたらめな議論が許さ

れていいと思いますか、あなた。 

 

○林河川課長 今委員の御指摘でございます

けれども、県民に対して、故意にうそをつい

たというような事実はございません。御指摘

の今写真の件に関しましては、平成20年の再

評価監視委員会において、路木ダム事業の説

明のときに用いた写真でございます。 

 確かに、路木川の写真ではございませんけ

れども、これは路木川の写真ということでそ

れまで引き継がれていたものを、十分確認す

ることなくそのまま使用してしまったことに

よる単純な誤りでございます。故意に使用し

たものではございません。 

 この写真につきましては、指摘を受けた後

に、直ちに現地調査を行っておりまして、間

違いであることが判明しましたので、監視委

員会の中で訂正しております。また、このこ

とにつきましては、平成21年の２月の県議会

においても、知事みずからが経緯を説明する

とともに、陳謝をしております。 

 

○松岡徹委員 要するに、そういう――それ

はもちろん悪意でするのは、それはもう法的

に問題になるでしょう、そんなことをすれ

ば。悪意ではなかったから済むというものじ

ゃないですよ。税金を使ってやる公共事業だ

から。こういういい加減なデータに基づいて

つくられた計画、そして、そのことをきっち

り深めて、いわばダムの是非も論議しなかっ

た監視委員会の結論、そういうので住民が本

当に納得できると思うんですか。私は、それ

はやっぱり再評価してくださいというのが筋

だと。 

 ちょっと聞きますけれども、国土交通省の

河川砂防技術基準というのがありますね。そ

の第２節の洪水防御計画に関する基本的な事

項の計画の規模というところでは、何と書い

てありますか。砂防技術基準ですたい。河川

課長だけん、頭に入っとっどもん。 

 

○林河川課長 たくさん書いてありますの

で、どの部分かちょっと特定ができません。 

 

○松岡徹委員 だけん、どの部分て言いよる
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わけですたい。その計画の規模というところ

ですたい。読みましょうか。この長い、厚い

やつですけれども、全部はあれですけれど

も、国土交通省の河川砂防技術、これでいわ

ばやるわけですね。それの洪水防御施設に関

する基本的な事項、だから、ダムとかいろい

ろですね。そういうのをする場合、計画の規

模というのは「計画の規模の決定にあたって

は、河川の重要度を重視するとともに、既往

洪水による被害の実態、経済効果等を総合的

に考慮して」定めるものとすると。 

 だけん、その既往洪水の実態認識というの

が、さっきあなたが反論と言ったつでも、熊

本県としてきちんとした確認はしてなくて、

公文書である地元からの要望であったとか、

聞いておりますとか、聞き取りましたとか、

そういうようなことでしょう。だけん、一番

肝心な国交省のこの技術基準で定めている既

往洪水の被害がどうだったかということが定

かでない計画というところが問題だと私は思

うんですよ。 

 

○林河川課長 今計画論に関するお話がござ

いましたけれども、河川で定めます法定計画

であります河川整備計画というものがござい

ます。 

 この河川整備計画というのは、実際に浸水

した棟数ですとか、被害額をもとに策定する

ものではありません。計画規模の洪水によっ

て、浸水区域でどれぐらいの被害が発生する

かをもとに策定するものであります。ですの

で、被害の棟数が正確に確認できない場合で

も、計画の根拠は崩れるものではありませ

ん。 

 

○松岡徹委員 あなたは人ばなめたようなこ

とを……委員長、今のは取り消すけどね。僕

も川辺川で長くやってきたけんね。 

 要するに、どこが我々と――我々と言うと

何だけど、僕もそのメンバーだったから――

違うかて。国交省は、いわば雨がどれだけ降

るかと、２日間、それで基本高水がどうなる

と、それで、いわば川辺川ダムがこれだけ必

要だというような、そういう出し方ですたい

ね。我々の代替案は、過去の実際の昭和57年

水害なんかを実際検証して、どこで流れて、

どこであふれたかというようなことできちっ

と対案を示して、この中に堤防のかさ上げが

あったし、掘削、しゅんせつがあったし、ま

た一部遊水地もあったし、そういうような議

論が住民討論集会の主たる流れですよ。 

 それで、蒲島さんが、知事になられて、有

識者会議がつくられた。９月11日の蒲島知事

の会見でも、一番言っているのは何かという

と、言うならば、従来そういうような形で国

交省が基本高水はこうですということで、そ

れでいわばダムの必要性とか何かを示す、こ

れは極めて、いわば不確実、ようわからぬ

と、有識者会議の一番よかったところは、そ

れを脱却したということを蒲島知事が一番言

っとられるわけですよ。そして、その上に立

って、蒲島知事は、いわばダム以外の治水を

極限まで追求するという方向を打ち出して、

それで第９回までになるダム以外の治水を検

討する場が開かれてきたわけですよ。 

 第８回の、いわば検討する場で国土交通省

が示した文書では何と言っているかという

と、要するに目標とする治水安全度を設定

し、まあ今までのように基本高水を決めて、

基本方針を決めて、そして河川整備計画を決

める、そういう従来のような設定の仕方じゃ

なくて、そういう通常の手法ではなく、川辺

川ダムによらない治水対策案の提案とその効

果や実現性の検証を繰り返し、現実的な治水

対策を実施した場合の河川や流域の状況につ

いて徹底して追求すると、それで緊急にやる

案と次に検討する案というのを示しますとい

うように、国交省自身の方針がなっているわ

けですよ。 

 だから、そういうやり方できちっとすれば
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いいわけですよ。あなたが言っているよう

な、いわばだからそういう意味では、実際、

路木川でどういう水害が起きて、どういう被

害が起きたのか、どこがあふれるのか、どこ

があふれないのかというのをしっかり検証す

るということが必要なんじゃないですか。 

 

○林河川課長 今水害の話がございましたけ

れども、これに関しましては、先ほど御説明

しましたとおり、天草市の方で一昨年に確認

作業を行っております。具体的な浸水戸数、

それから時期については特定できませんでし

たけれども、過去に多くの被害の発生は確認

できたというふうな調査結果が出ておりま

す。県としては、水害があったという認識を

否定するものではないというふうに考えてお

ります。 

 

○松岡徹委員 あなたは、繰り返し検証して

間違いないと言ったけれども、そうじゃない

ということだよね。天草市がどうとか、一番

大事な被害の実態というのをきちっとして、

どういうような対策ができるかということを

一緒に検証しましょうというふうに請願は言

っているわけなんですよ。 

 

○山本秀久委員 ちょっと委員長、よござい

ますか。 

 今ね、ずっと聞いとると、水かけ論だ、は

っきり言って。こっちは反対、こっちはつく

る、そういうことじゃ――、事は何でも反対

意見と賛成意見というのが必ず世の中にある

んだよ。本当に水というのは、天草というの

は必要なんだよ。これは確かに、我々の町か

らでも給水しているわけだ、給水。それほど

せっぱ詰った状況というのはあるわけだな。

そういうときに、この路木ダムの問題という

のが、我々もよく地元でないからわからぬけ

れども、そういう問題が、あふれたというこ

とは、災害が起きたとかいろいろあるのなら

ば、その事実に基づいて強引にやればいいん

じゃないか。違うのか。自信持ってやれば、

こういう松岡先生だって理解するんだ。被害

が起きないような、住民に迷惑かからないよ

うな問題が起きれば、何も文句言う必要――

先生も納得するんだよ。そういうことをはっ

きりと、きちっと自信持って執行部はやらな

きゃだめだわ。そうすると、松岡先生だって

納得するんだよ。 

 

○松岡徹委員 納得はしません。 

 

○山本秀久委員 それで手を打ちない、も

う。 

 

○林河川課長 ありがとうございます。 

 

○山本秀久委員 自信持って言えよ。松岡先

生もそのことば心配しよるとだから。住民の

災害、地域の問題点、そういうことは絶対に

ありません、絶対にやりますとね。 

 

○松岡徹委員 いや、だけんね、委員長、僕

は、請願が検証してくださいと出ているか

ら、それは両論あるわけですよ。だけん、そ

れは再検証するようにした方がええというこ

とを言うよるわけたい。 

 

○林河川課長 治水、それから利水に関しま

して……。 

 

○山本秀久委員 知恵を出しますと言え、知

恵を。先生の知恵を十分生かしますと……。 

 

○松岡徹委員 そぎゃん言いよんなはるた

い、おれの知恵を生かせて。 

 

○林河川課長 治水、利水ともに必要性は、

我々としてはあるというふうに考えておりま

す。それから牛深、それから河浦地区の方々
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の水が欲しいという思いは、これは切実でご

ざいます。地元からは、治水、利水で１万2,

345名の署名をいただいております。市議会

や各団体からも多数の要望書もいただいてお

ります。３月には、この建設常任委員会の中

で、早期完成を求める請願も採択されており

ます。 

 県といたしましては、地元の声にこたえる

ためにも、平成26年４月の供給開始をおくら

せることがないよう、着実に事業を進めてま

いりたいと考えております。 

 

○泉広幸委員 今、河川課長から、詳しく請

願８号、９号に対してお答えがありました。

私もそのとおりだと思っております。 

 私たち天草に住む人たちは、大切な水が本

当にないんですよ。それだけに、今回の路木

ダムに対する期待も大きいわけです。それぞ

れ、私たちの地域も含めてですけれども、山

間部はイノシシにやられて、もう飲めない水

が多いんです。それだけに、このダムが必要

なんです。それと同時に、天草各地に行く

と、水不足が多いわけで、それに伴って各地

で水神さん、いわゆる水に感謝する、そうい

うところが多いんです。それを、松岡先生初

め、おわかりいただいて、何とか地元住民は

一日も早く安心、安全な水を望んでおります

ので、よろしくお願い申し上げます。 

 

○小早川宗弘委員長 じゃあ、最後に松岡委

員。 

 

○松岡徹委員 両側から言われよるけんな。 

 ただ、私も、ほかのダムでもやっぱり治水

と利水ですよ。姫戸にしてもね。だから、同

じ天草でもやっぱり中止になっているわけ。

天草の人たちが――私が請願出しとるわけじ

ゃないですからね。天草の人たちが、いわば

天草に住んでいる住民が、水についてもこう

すればできるんじゃないかという案を示して

いるわけですよ。だから、そこのところをや

っぱりきちっと見るということと、もう一つ

は、私は、この前、議会のばたばたのときだ

ったけれども、羊角湾の環境調査に行ってき

たっですたい。そして、鹿児島大の佐藤先生

のお話も聞きながら、ここに書いてあるとお

りだけれども、私がどうも気に食わぬのは、

知事のあれでも言っとるけどね、流域面積が

２％だとか、海水交換とのあれが0.1とか、

環境問題でそういうとらえ方というのは、本

当に僕はよろしくないと。 

 あの福島の原発事故があったときに、御用

学者がずらずらテレビに出てきて、いや、何

％で大したことはありませんて、そのあげく

が今どうなっているですか。いわば、住めな

い地域がどんどん広がって、瓦れき問題が全

国に広がるようになって、だから、その環境

問題をこういう形で片づけることが許せない

んですよ。 

 僕は、1970年から水俣病にかかわってき

た。あの劇症型の患者の方のところに行っ

て、そしてずっと水俣病に行ったけれども、

それなら、あの百間排水溝、それから水俣川

の河口で排水をしたけれども、あの量が不知

火海全体の量にすれば何％かと。しかし、水

俣病被害者はまだまだ出ているじゃないです

か。 

 諫早干拓だってそうですよ。有明海全体の

中で、干拓で締め切ったパーセントは２％で

すよ。５％どころじゃないんですよ。ですか

ら、そういう片づけ方では、いわば生物とい

うのは、人間で言うなら一番弱いのは赤ちゃ

ん、それ以上にいわば弱いのが生物で、そこ

がいなくなるとか、絶滅するとかというの

は、やっぱり人間の危機につながるわけです

よ。 

 天草の人たちも、やっぱりそれは命と健康

にかかわることにもなってくるわけだよ。そ

ういうような県の解決の仕方が私は我慢なら

ないし、正しくないということで、いかに山
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本先生のお勧めであっても、これはこれで私

は再検証を求める請願は採択すべしというこ

とを申し上げて発言を終わります。 

 

○山本秀久委員 じゃあ、そういうことで決

定。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、採決に入り

たいと思います。 

 まず、請第８号については、いかがいたし

ましょうか。 

  （｢採択」「不採択」と呼ぶ者あり） 

○小早川宗弘委員長 請第８号、採択、不採

択の両方の意見がありますので、まず採択に

ついてお諮りいたします。 

 請第８号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○小早川宗弘委員長 挙手少数と認めます。

よって、請第８号は、不採択とすることに決

定いたしました。 

 続きまして、請第９号についてお諮りをい

たします。 

 請第９号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （｢採択」「不採択」と呼ぶ者あり） 

○小早川宗弘委員長 採択、不採択両方の意

見がありますので、採択についてお諮りをい

たします。 

 請第９号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○小早川宗弘委員長 挙手少数と認めます。

よって、請第９号は、不採択とすることに決

定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 異議なしと認めます。

それでは、そのように取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が５件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から説明をお願いいた

します。 

 

○金子監理課長 報告事項１をお願いいたし

ます。 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改

革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律に係る土木部への影響についてでござ

います。 

 関係課多数にまたがりますので、監理課で

まとめて説明いたします。 

 背景といたしまして、平成22年６月に、地

域主権改革の基本方針となる地域主権戦略大

綱が閣議決定され、義務づけ、枠づけ等の見

直し、国の出先機関の原則廃止、ひもつき補

助金の一括交付金化等に係る改革が進められ

ております。 

 義務づけ、枠づけの見直しに関して、平成

23年の通常国会において、地域の自主性及び

自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律が成立してお

ります。 

 法律の概要でございますけれども、第１次

一括法の概要でございます。 

 義務づけ、枠づけの見直しと条例制定権の

拡大に係る41法律が改正されております。主

なものは、施設、公物設置管理の基準につい

ての条例委任等でございます。 

 第２次一括法の概要でございます。 

 義務づけ、枠づけの見直しと条例制定権の

拡大に加え、基礎自治体への権限移譲に係る

188法律が改正されております。これに伴う
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土木部への影響でございます。 

 条例制定・改正が必要となる基準。 

 具体的には、道路法によりますと、道路の

構造及び標識等の基準、公営住宅法、公営住

宅の整備及び入居基準等の改正が必要となり

ます。 

 施行日は、平成24年４月１日ですけれど

も、経過措置が１年設けられております。こ

れについて、今年度及び来年度条例制定・改

正は予定されております。 

 次に、権限移譲でございます。 

 都市計画法、駐車場法等の県から政令市等

への移譲が行われる予定になっております。 

 以上でございます。 

 

○内田都市計画課長 都市計画課でございま

す。 

 報告事項２、熊本市の政令市移行に伴う熊

本都市計画区域の線引きについて、経過報告

をいたします。 

 現在、県において、平成24年４月の熊本市

の政令市移行に向け、都市計画法に基づき、

政令市において必須である線引きの手続を進

めております。 

 その取り組み状況ですが、今回の線引き変

更等の基本方針については、昨年12月の県都

市計画審議会で承認を受けました。その方針

に基づき、熊本市は、合併旧３町の地元説明

会を開催し、線引きの原案を作成しました。

その後、７月７日に県に提出がなされまし

た。 

 線引きを決定する県としましては、その原

案について、都市計画基準に適合するかどう

かを検討し、県案を作成しました。その後、

８月28日に公聴会を開催したところです。 

 今後、関係市町の意見聴取、都市計画案の

公告縦覧、県都市計画審議会の審議及び国土

交通大臣の同意を得て、熊本市の政令市移行

までに線引きの決定、告示を行うよう、手続

を進めてまいりたいと考えております。 

 以上で報告を終わります。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 それでは、報告事項３をごらんください。 

 川辺川ダムに関する最近の状況について御

報告します。 

 まず、ダムによらない治水を検討する場に

ついてでございます。 

 (1)設置目的、開催状況でございますが、

目的は①にありますように、川辺川ダム以外

の治水対策の現実的な手法について検討する

ことになっております。②構成メンバーは、

国、県、それに流域の12市町村長になってお

ります。③の開催状況でございますが、平成

21年１月の第１回から、これまで計９回開催

されております。 

 昨年６月に開催されました第８回の会議で

は、それまでの検討や議論を踏まえ、ダムに

よらない治水対策の取り組み方針や主な内容

を整理した治水対策の基本的考え方(案)を国

が提示しております。 

 流域市町村長からは、対策のスピードアッ

プやスケジュールの明示のほかに、治水と五

木村の振興は一体との御意見があり、取りま

とめには至っておりませんでした。 

 (2)去る９月５日に開催されました直近の

第９回会議の概要について御説明します。 

 ①にありますように、前回会議で意見のあ

った五木村の生活再建について、去る６月に

国、県、村の３者で一定の合意が得られ、治

水の議論を再開する環境が整ったことから、

開催されることになったものであります。 

 会議の主な内容を枠内に示しております

が、大きく２点ございます。 

 １点目は、これまでの議論の経緯について

でございます。国から、直ちに実施する対策

の進捗状況と現況及び直ちに実施する対策の

実施後の状況について、既往の主要洪水に対

する治水の安全性が示されました。 

 ２点目は、今後の議論の進め方でございま
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す。中上流域の安全性向上のため、下流に負

荷を与えることなく、全体の水位を下げる対

策として、国から遊水地、県からは市房ダム

と川辺川筋の治水対策について、それぞれ説

明いたしました。 

 ②流域首長の主な意見でございますが、市

町村長からは、ここに記載しております主に

５つの意見がございました。 

 上から順に、予算や時期を明示しないと、

直ちに実施する対策とは言えない、目標設定

が必要との意見、中流域の集落の孤立対策と

して、道路のかさ上げを要望する意見、治

水、砂防のみならず、森林対策を含めた総合

的な対応を要望する意見、市房ダムのかさ上

げによる下流の小学校への安全性やダム湖周

辺道路への影響が懸念されること、利水容量

の減量による農業用水の利水安全度の低下を

懸念する意見、遊水地については、農家の相

当な抵抗があることへの認識を求める意見が

ございました。 

 次のページをごらんください。 

 ③参加者間で、次の２点について認識の共

有が図られました。１点目は、直ちに実施す

る対策を早急に進めることはもちろん、引き

続き検討する対策についても、実現可能な対

策はスピード感を持って実施の段階に移して

いくことが必要であること。２点目は、具体

的な検討を進める実務レベルの幹事会を設置

することです。 

 (3)県の今後の対応方針でございますが、

予算の確保などについて、引き続き国に求め

ていくとともに、今後も検討する場や幹事会

において議論を進め、国や流域市町村ととも

にしっかり取り組んでまいります。 

 また、特に引き続き検討する対策の市房ダ

ムの操作規則の改良や再開発及び県管理区間

の堤防未整備地区の検討について、国と連携

しながら早急に検討を進めてまいります。 

 最後に、２の五木振興に関する最近の動き

についてでございます。 

 本年６月26日に開催されました第５回の五

木村の今後の生活再建を協議する場の決定事

項に基づき、現在、国、県、村の実務レベル

により、来年平成24年度の予算要求に向けま

して、実施事業、工程などを協議していると

ころでございます。 

 続きまして、報告事項４をごらんくださ

い。 

 五木ダムに関する最近の状況について御報

告いたします。 

 まず、１の五木ダム事業の検証についてで

ございます。 

 (1)検証の経緯でございますが、昨年９

月、国土交通大臣から五木ダムを含む全国83

ダムについて検証要請がございました。翌10

月、この要請を受け、知事が検証の着手を表

明し、庁内において検討作業を進めてまいり

ました。 

 (2)検証の結果でございます。１つ目です

が、検証には、球磨川水系で戦後最大の昭和

40年７月洪水を対象洪水として設定いたしま

した。その結果は、２つ目にありますよう

に、平成16年から19年にかけての４年連続の

出水による大規模な河床低下により流下能力

が増加し、昭和40年７月洪水は堤防をあふれ

ないことから、ダムのような大規模な施設を

必要としないという結論になったものでござ

います。このため、本年７月に、ダム事業の

中止方針案を再評価監視委員会に諮問したと

ころでございます。 

 なお、監視委員会からの答申は年内に出さ

れる予定でございます。 

 ２の委員会諮問後の主な状況でございま

す。 

 １つ目ですが、８月11日に、知事も出席

し、五木ダム事業の検証内容と今後の治水対

策について、五木村議会並びに村民の皆様へ

の説明と意見交換会を実施いたしました。２

つ目、さらに９月６日から14日にかけまし

て、関係する６地区において、きめ細かに御
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意見を伺うため、同様の説明と意見交換会を

実施いたしました。 

 その際にいただいた主な意見、要望につき

ましては、２行下の枠内に記載しておりま

す。 

 上から順に、土砂が堆積傾向の竹の川地区

の掘削、既設護岸等の施設の点検と必要な補

強対策の実施、強固な護岸の新設、整備、親

水性のある河川環境の整備、内水対策と宅地

かさ上げの実施を求める御意見がございまし

た。 

 ３つ目に戻りますが、９月下旬には、意見

交換会でいただいた御意見を踏まえ現地調査

を行っており、現在調査結果をもとに治水対

策を検討しているところでございます。 

 最後に、３の今後の対応方針についてでご

ざいます。 

 村民の皆様からの御意見を踏まえ、宮園・

竹の川地区の治水対策について取りまとめ、

年内のできるだけ早い時期にお示ししたいと

考えております。 

 この治水対策は、下の枠内に示しておりま

すように、具体的には宮園・竹の川地区にお

いて戦後最大規模となった平成17年９月の洪

水にも対応できることを想定し、早急な整備

が必要な当面の治水対策として取りまとめる

予定でございます。 

 平成17年９月洪水を上回る洪水に対しまし

ては、さらなる対策が必要と認識しておりま

して、これについては、将来的な治水対策と

して、上下流バランスを考慮しながら、下流

の整備状況に合わせて検討してまいります。 

 以上でございます。 

 

○平井住宅課長 住宅課でございます。報告

事項５をお願いいたします。 

 災害時における仮設住宅等の供給に関する

協定締結について御報告させていただきま

す。 

 本年３月11日に発生しました東日本大震災

におきましては、多くの被災者の方々が住宅

を失われておりまして、そのような災害の際

の住宅確保の必要性が再認識されておりま

す。 

 本県におきましては、住宅関係の２団体か

ら協定の申し出がございまして、これを受け

て協定締結に向けた協議を進めてまいりまし

たが、災害時の応急仮設住宅の早急の供給を

目的としまして、今月10月27日に協定を締結

することとしております。 

 協定の内容につきまして、まず記の１でご

ざいますが、団体名は、一般社団法人熊本県

優良住宅協会、協定名称は、災害時における

応急仮設住宅の建設に関する協定でございま

して、内容は、災害時に、県の要請を受けま

して、県産木材を使用した仮設住宅を建設す

るというものでございます。これは、地産地

消にもつながり、また低炭素化社会にも寄与

するものというふうに思っております。 

 次に、記の２でございます。 

 団体名は、社団法人全国賃貸住宅経営協

会、協定名称は、災害時における民間賃貸住

宅の提供に関する協定でございまして、内容

は、災害時に、県の要請を受けて、民間賃貸

住宅についての情報提供を行うということ、

また借り上げを行う場合の民間賃貸住宅の提

供を行うというものでございます。これは早

期に対応できる等の利点がございます。 

 報告は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○小早川宗弘委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。質疑はあり

ませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、これで報告

に対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○松岡徹委員 ２つだけ、要望です。 
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 １つは、熊本港問題を６月の一般質問とこ

の本委員会で指摘しましたけれども、今、私

の方で、港湾課と観光課、自然エネルギー課

を窓口に、知事あてに、いわば熊本港の利活

用策についての提案をいたしましたので、ぜ

ひ、いわゆる熊本港の見直すところは見直し

て、いわば熊本港、これだけのお金をつぎ込

んできたわけだから、熊本のために、県民の

ために役立つし、市民、県民に親しまれる熊

本港になるような利活用策について――私

は、問題点を指摘するだけではなくて、でき

るだけ建設的な提案もしたいと思っておりま

すので、そこら辺のところをぜひ検討してい

ただきたいと。 

 もう一つは、県の住宅事情といいますか、

状況で、県の資料によりますと、県内の公営

改良住宅の４割が築30年以上の住宅になって

いるとかですね。それから、住宅全体で熊本

は全国に比べて古い住宅が多くて、既存住宅

の４割強、約27万5,000戸が耐震基準以前の

建築とか、１戸建ての５割が新耐震基準以前

の建築、そのうちの87％が木造住宅というよ

うなことが示されております。 

 ですから、私は、例えば道路で言うなら

ば、さっき維持修繕にシフトを先行的にする

という問題を提起しましたけれども、やっぱ

り住宅政策として、新築は微増、横ばいとい

う中で、住宅リフォームによって熊本県の経

済も元気づけるし、仕事と雇用もふやすし、

県民の安全、安心に供するという方向を探求

して、ぜひ具体化をしていただけぬかなと。 

 例えば、全国で、私が調べたら、この７月

末で330の自治体が住宅リフォーム補助の制

度を実施しております。前回も言ったよう

に、佐賀県がことしから導入するようにしま

したけどですね。 

 やっぱり１戸建て住宅というのは、私が調

べたら、例えば、大工、左官、トビ、土木、

石工、屋根工事、電気工事、管工事、タイ

ル、レンガ、ブロック、鉄筋、加工、塗装、

板金、ガラス、防水工事、内装、仕上げ、造

園、建具、水道、清掃工事とか、まさにいっ

ぱい雇用を吸収するというか、仕事を吸収す

るわけですね。提供するわけですね。 

 ですから、そういう意味では、客観的な住

宅事情そのものが求めているし、そこに一定

額をシフトすることによって熊本県の経済を

底支えする力にもなるし、そのことがまた雇

用にもつながる、仕事にもつながるという点

で、ぜひこの点は重ねて御要望しておきたい

と思います。 

 以上です。 

 

○山本秀久委員 私は、ちょっと要望が１つ

あります。 

 森の都・水の都熊本の発展のため、白川水

系、あれを川下りのできるような白川にして

くれ。それを要望しとく。 

 以上です。 

 

○山口ゆたか副委員長 ２点お願いと要望を

しておきます。 

 まず第１点ですけれども、委員会の冒頭あ

りました児童買春のあの件についてですが、

今回、この案件はまだ事実関係等々はわかっ

ておりませんので、どういった推移をするか

というのは不透明でありますけれども、もう

一度自分たちの生活における欲というものと

しっかり向き合って、この欲をどう自制して

いくかということを考えさせられる事件では

ないかと思っておりますので、それぞれ個人

において、もう一度検証していただく機会に

していただきたいというふうに要望いたしま

す。 

 もう一点目が、昨日、道州制の特別委員会

の方で語られました土木関係における制度の

見直しの働きかけでありますけれども、きの

う特別委員会での指摘もあったとおり、さま

ざまな要望が我々のところに届いているのも

現実であります。 
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 そういった中で、熊本市の自治権もしっか

りと認めながら、我々も、熊本市の今後の牽

引役としての役割が増したということをしっ

かりと働きかけて、呼びかけてやってまいり

たいと思っておりますので、かなり事務的に

は精査しなければいけないことがあります

が、県と市、しっかりと連携しながら進めて

いただきたいというふうに思っております。 

 何よりも、まずは市、県、外という３段―

―最初、市内業者という１つの枠、市内でで

きることは市内でやっていただくという前

提、そして県内という前提があって、そして

広域な発注がある、入札があるということ

を、しっかりとまず確立していただきたいと

いうふうに思っております。その後、格付の

ことであるとか、発注標準のこと、またまた

問題はその先にあると思っておりますし、今

後の入札制度の総合評価等のあり方とか、そ

ういったところも課題であると思っておりま

す。 

 我々も、いろんな要望を受けております。

そういった中で、均衡ある発展を遂げられる

よう、県内業者のことも勘案いただきながら

しっかりと訴えてまいりますので、行政部門

においても、どうぞ働きかけを強めていただ

いて、12月にはある程度の内容が見えてくる

ように御尽力いただくことを要望しておきま

す。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。

――なければ、以上で本日の議題はすべて終

了いたしました。 

 最後に、要望書が６件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。ごらんいただければと思います。 

 それでは、これをもちまして第３回建設常

任委員会を閉会します。 

  午後２時10分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  建設常任委員会委員長 
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